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第１章 計画策定の概要 

 

１．計画策定の背景と目的 

  

１）計画策定の背景 
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２）主な地震と耐震改修促進法の改正の動き 

─ ⅜ ⌐⅔↑╢ ⌂ ≤ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩

≢ ∆╢≤ ─≤⅔╡≤⌂╡╕∆⁹ 

 

年月日 主な地震 年月日 主な内容 

  S25 建築基準法制定 

S39 新潟地震   

S43 十勝沖地震   

  S46 ( 建築基準法) 政令改正／RC造の基準見直し・強化 

S53 宮城県沖地震   

  S56 ( 建築基準法) 政令改正／新耐震基準施行 

H7.1.17 阪神・淡路大震災   

  H7.12.25 耐震改修促進法施行 

   ・特定建築物所有者の耐震診断、耐震改修の実施責務規定 

H16.10.23 新潟県中越地震   

  H17.2.25 住宅・建築物の地震防災推進会議の設置 

H17.3.20 福岡県西方沖地震   

  H17.3.30 中央防災会議「地震防災戦略」の決定 

   ・今後 10 年間で東海地震等の死者数及び経済被害を半減

させることを目標 

  H17.6.10 住宅・建築物の地震防災推進会議による提言 

   ・住宅・特定建築物の耐震化率を現状の 75％から 90％と

することを目標 

H17.7.23 千葉県北西部地震   

H17.8.16 8・16宮城地震   

  H17.9.27 中央防災会議「建築物の耐震化緊急対策方針」決定 

   ・建築物の耐震化について、社会全体の国家的な緊急課題

として全国的に緊急かつ強力に実施 

  H17.10.28 特別国会において改正耐震改修促進法の成立 

  H17.11.7 改正耐震改修促進法公布 

  H18.1.25 関係政省令、国の基本方針等の公布 

  H18.1.26 改正耐震改修促進法施行 

   ・都道府県耐震改修計画の策定が法定化 

  H19.3 佐賀県耐震改修促進計画の策定 

  H21.2 唐津市耐震改修促進計画の策定 

H23.3.11 東日本大震災   

  H25.5.29 改正耐震改修促進法の公布 

  H25.11.25 改正耐震改修促進法施行 

   ・建築物の耐震化促進のための規制強化 

H28.4.14 平成28年熊本地震   

 （前震）   

H28.4.16 平成28年熊本地震   

 （本震）   

  H29. 3 改定）佐賀県耐震改修促進計画の策定 

表：近年の主な地震と耐震改修促進法の改正等の動き 
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３）計画の目的 
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図：耐震改修促進法改正の概要 
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２．計画の位置づけ 
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【唐津市】 

 

【国】 

 
建築物の耐震改修の促進に関する法律（改正耐震改修促進法 平成 25年 11 月施行） 

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針 

（最終改正 平成 28 年 3 月 25 日 国土交通省告示第 529 号） 

【佐賀県】 

 
佐賀県地域防災計画 

佐賀県耐震改修促進計画 

佐賀県住生活基本計画 

・唐津市総合計画 

・唐津市地域防災計画 

・唐津市住生活基本計画 

・唐津市公共施設等総合管理計画 

唐津市耐震改修促進計画 

（本計画） 

図：本計画の位置づけ 
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３．計画期間と対象建築物 

  

１）計画期間 

─ │⁸ ─ ╛ ≤─ ╩ ╡⁸ 30
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２）対象建築物 
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種 類 備 考 

住宅（民間） 戸建住宅、共同住宅、併用住宅 

特定既存耐震不適格建築物 

（法第14条第1号～3号） 

下記の建築物の①～③のうち、昭和56年5月以前に建築され、

新耐震基準と同等の耐震性能を満たしていないもの 

 
①多数の者が利用する建築物 

学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百

貨店、事務所、老人ホームその他多数の者が利用する建

築物で一定規模以上のもの 

②危険物の貯蔵場又は処理場の 

用途に供する建築物 

火薬類、石油類その他危険物の一定数量以上を貯蔵場又

は処理場の用途に供する建築物 

③緊急輸送道路等の沿道建築物 

地震時に通行を確保すべき道路沿道の建築物で、倒壊時

に当該道路を閉塞させ、多くの者の円滑な避難を困難と

するおそれがある建築物 

要緊急安全確認大規模建築物 

（法附則第3条第1号） 

上記特定既存耐震不適格建築物の①及び②のうち、特に大

規模な建築物 

要安全確認計画記載建築物 

（法第7条第1号） 

上記特定既存耐震不適格建築物の①のうち、県計画に記

載された防災拠点 

上記特定既存耐震不適格建築物③のうち、県計画に記載

された道路沿道の建築物 

市有建築物 
唐津市が保有する建築物のうち、非木造の2階建以上又は

延床面積200㎡以上の建築物 

表：本計画の対象建築物 
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第２章 想定される地震の規模、被害の状況 

 

１．想定される地震の概要 

 

１）近年の地震被害動向 
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ὡ ₳ 17 ₴ 4 20 Ẏ̵ ד  

2016 ₴ 4 14  

₳ 28 ₴  
᷂  6.5 ̯ ӳ Ӕ ↓  

2016 ₴ 4 16  

₳ 28 ₴  
᷂  7.3 

̯ ⁸ ḩ⁸ ʣῪ ↓ ▌  

4 14 ʝ ᷂ ὡ 4 ׀

ω 9  ׀

表：昭和以降に発生した佐賀県における過去の主要被害地震 

（佐賀県地域防災計画（平成 29年 3 月版）） 
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（「佐賀県地震被害等予測調査 報告書概要版（平成 25年度）」（平成 26年 3 月佐賀県統括本部消防防災課）） 

２）活断層の状況 

│⁸ ─ ⌐ ⇔⁸

│ ⁸ ⁸ │ ⁸

⁸ ⁸ │ ⁸

╩ ≡≡ ⌐ ╩ ⇔⁸

│ ⌐ ⇔≡™╕∆⁹╕√⁸

│ ─ ⌐ ∫≡ ⅜ ⅜╡⁸

⌐│ ─ ⅜№╡╕∆⁹

│ ─ ⁸ ≢ ↕╣

≡™╕∆⁹ 

⌐⁸ ⅜ ╠⅛™╒≥

⅜ ↕╣⁸ ⅜ ↄ⌂╢╒≥

─ ≤⌂╡⁸ ─ ╛

╩ ⅝ ↓∆↓≤⅜ ⅎ╠╣≡

™╕∆⁹ 

⌐⅔™≡ ⅜ ⇔√ ⁸ ─ ⅜ ∂╢↓≤⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

⌐⅔™≡ ╩ ⅎ╢≤ ╦╣╢ │ 14 ≤⌂∫≡⅔╡⁸↓╣╠ 14

⌐≈™≡⁸ │⁸ 25 ⁸ 26 ─ 2◌ ⌐╦√∫≡ ◦Ⱶꜙ꜠כ◦ꜛfi╩

⇔⁸ ─ ┘ ↕╣√ ⌐ ℮ ─ ╩₈

₉≤⇔≡≤╡╕≤╘⁸ ┼─ ╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

 

 ׀῁

῁  

(km) ׄ 

( ) 

ϊ  

( ) 

ʣ

(km) 

₦ 

(km) 

 

M 

 

 

 

Mw 

 

 

♀ 

 

ʣ

 (km) 

₦

(km) 

̯ ₳ Ӕ ῁ₑ 38 38 79 80S 3 17 7.5 6.9 38 18 

ᶭ ῁ₑ(ӳ ) 27 27 135 90 3 15 7.2 6.7 28 16 

ῬӭῬ ῁  21.1 21.1 124 90 3 17 7.0 6.6 22 18 

ׄΰ ᾛ ΰ ῁ₑ 28 28 305 90 3 15 7.2 6.7 28 16 

῁ₑ 26 26 267 60N 3 15 7.2 6.9 26 16 

Ḝῇӳ ῁ 19.5 19.5 118.6 90 3 17 7.0 6.5 20 18 

ḹ ῁ 4.9 18 14.8 90 3 18 6.9 6.5 18 18 

῁ 3.5 18 143 75SW 3 18 6.9 6.5 18 18 

ẉ ῗӳ ῁ₑ 22 22 315 75NE 3 12.4 7.1 6.7 22 14 

̃ ῁ (Ӕ ) 31 31 88 75S 3 12.4 7.3 6.9 32 14 

˹ ῁ 8.7 18 252 90 3 18 6.9 6.5 18 18 

ʿ ῁ 8.6 18 116 90 3 18 6.9 6.5 18 18 

ᶮ ῁ 17 18 117 90 3 18 6.9 6.5 18 18 

ἧ׀ ΰ ῁ 15.5 18 34 90 3 18 6.9 6.5 18 18 

図：佐賀県内に影響を与える活断層 

表：佐賀県内に影響を与える活断層（簡便法による地震動検討に用いる断層パラメータ） 
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「佐賀県地震被害等予測調査 報告書概要版（平成 26年度）」（平成 27 年 3 月佐賀県統括本部消防防災課） 

２．地震による被害想定 

⅜ ⇔√₈ ₉⌐╟╢≤⁸ ⅜ ╙ ╩ ↑╢

│⁸₈ ₉⌐╟╢╙─≤↕╣≡™╕∆⁹ 

↓↓≢│⁸ ╩ ™≡№╠╝╢ ╩ ⇔⁸ ⅜ ╦╣√ 5 ≈─

─ ┘ ⁸ ─ ─ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸

╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

１）震度分布予測・液状化危険度想定 

─ ⌐╟╢ │ ─≤⅔╡≢№╡⁸ ─

┘ ─ ⌐⅔™≡ 7⁸ ─ ┘ ≤ ∆╢

⌐⅔™≡ 6 ─ ╣⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ─₈ ₉⌐⅔™≡│⁸ ◖fi◒ꜞכ♩ ≢№∫≡╙⁸

⅜ ™ │ 6 ≢ ╣╢╙─⅜№╢≤↕╣≡⅔╡⁸ ⌐⅔↑╢ ⅜

↕╣╕∆⁹ 

╕√⁸ ─ ⌐╟╢ ─ │ ─≤⅔╡≢№╡⁸

⅜₈ ╘≡ ™₉≤⌂╢ │⁸ ─ ─ ⌐ ⅜∫≡⅔╡⁸

₈ ╘≡ ™₉ ┘₈ ™₉≤⌂╢ │⁸ ┘ ─ ⌐ ∆╢

™⌐ ⅜∫≡™╕∆⁹ 

⅜ ↓╢≤⁸ ⌂ ⌐╟∫≡⁸ ─ ⅜ ⇔√╡⁸ ⅜

∆╢↓≤⅜ ╠╣≡™╕∆⁹ 
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4

˔  5 ῁ 6  

ה ☻כ◔ ה  ☻כ◔  

ה ה  ה  ה   

図：震度分布予測図及び液状化危険度の評価値分布状況図（全断層の最大値合成） 
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ḱ 2,500

Ḭ ḱ 3 Ṿ

8,500
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1,000
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46,000
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1,600
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6,600
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1,300
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14,000
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< >

「佐賀県地震被害等予測調査 報告書概要版（平成 26年度）」（平成 27 年 3 月佐賀県統括本部消防防災課） 

２）建物被害想定 

⌐≈™≡│⁸ ⌐╟

╢ ∞↑≢⌂ↄ⁸ ⌐╟╢

⌐≈™≡╙ ↕╣≡⅔╡⁸

─ ⌐╟╢

│ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

⅜ ≤⌂╢ │

≢№╡⁸ ה ⅜ 2,500 ⁸

⅜ 8,500 ≤ ↕╣≡™╕∆⁹ 

─ ╛ ⁸

≤ ∆╢ ⌐│⁸ ה

⅜ 20 ╩ ⅎ╢◄ꜞ▪⅜ ⇔≡

™╕∆⁹ 

─ ⅜ ≤⌂╢ ⌐╟

╢ ┘∕─ ─

│ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：250ｍメッシュ別全壊・全焼率分布図 
（全断層の最大値合成） 

表：人的被害及びその他被害想定まとめ（全断層の最大数量） 

  - 1

1 - 5

5 - 10

10 - 20

20 -
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13,160 12,762 12,267 

4,058 5,219 5,184 

25,310 
26,224 27,401 

69.1% 71.1%
72.6%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

19

ṕ Ṗ
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ṕ Ṗ

29

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕS55 Ṗ
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44,85144,205

第３章 建築物の耐震化の現状と目標 

 

１．建築物の耐震化の現状 

 

１）住宅 

─ 29 ─ ─ │⁸ 25 ה

┘ ─ ⌐ ≠⅝ ∆╢≤⁸ ─≤⅔╡ 72.6 ≤ ↕╣╕∆⁹

19 ─ 69.1 ╟╡ 3.5ⱳ▬fi♩ ⇔╕⇔√⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

╕√⁸ ─ ─ 27 ≢│ 71.1 ≤ ↕╣⁸ ≤⇔≡™√ 85 ╩

13.9ⱳ▬fi♩ ∫≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：平成 29 年度時点の耐震化の推計 

※1 建築の時期の「不詳」は昭和 56 年以降に含まれる 

※2 国の推計方法の耐震化率調査（耐震適合率：戸建住宅 12％、共同住宅 76％）より耐震性を有する戸数を推計 

※3 昭和 56 年６月に建築基準法の耐震関係規定が見直された（新耐震基準）ため、昭和 56 年以前と昭和 57 年以降で分けることが必要

だが、根拠としている「住宅・土地統計調査」が５年ごとに実施されており、昭和 55 年と昭和 56 年で分かれているため、住宅にあ

っては便宜上この区分を採用 

※4 表中の数値は、推計値であるため、四捨五入して表示されており、表中の個々の数値の合計が必ずしも総数とは一致しない 

※5 建て方別、年代別の戸数を積み上げているため、住宅総数が住宅・土地統計調査の総数とは異なる 

※6 耐震改修工事済住宅数は、各年住宅・土地統計調査結果実数に基づき推計 

図：住宅の耐震化率の推移（平成 19～29年推計値） 

前回計画目標値：85％ 

Ḳ

56

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

Ọ a b c B C=A+B a+ủ+B (a+ủ+B)/C

17,451 1,817 3,367 12,267 27,401 44,851 32,584 72.6%

︣
38.9% 4.1% 7.5% 27.4% 61.1% 100.0% 72.6% Ṩ

55
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２）多数の者が利用する建築物（大規模建築物を含む） 

─ ⅜ ∆╢ ─ 29 ─ ─ │⁸ ⌐≈™≡│⁸

⁸♃כ♦ ⌐≈™≡│⁸ ♃כ♦─

┘ ─ ⌐ ≠⅝ ∆╢≤⁸ ─≤⅔╡ 90.0 ≤ ↕╣╕∆⁹

19 ─ 69.7 ╟╡ 20.3ⱳ▬fi♩ ⇔╕⇔√⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

╕√⁸ ─ ─ 27 ≢│ 89.7 ≤ ↕╣⁸ ≤⇔≡™√ 90 ╩

0.3ⱳ▬fi♩ ∫≡™╕∆⁹ 
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38 38 

95 
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50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

19
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ṕ Ṗ
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ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕS55 Ṗ

S55 טּ

S56

287
379369

表：平成 29 年度時点の耐震化の推計 Ḳ

57

Ọ Ủ ủ B C=A+B a+ọ (a+B)/C

99 84 15 77 176 161 91.5%

46 23 23 157 203 180 88.7%

145 107 38 234 379 341 90.0%

38.3% 28.2% 10.0% 61.7% 100.0% 90.0% Ṩ

ẑ Ḳ ḭ Ḳ שּ

צּ

︣

56

前回計画目標値：90％ 

図：多数の者が利用する建築物の耐震化率の推移（平成 19～29年推計値） 
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３）防災上重要な施設（防災拠点建築物を含む） 

⌐ ≠↑╠╣√ ⌂ ─ 29 ─ ─

│⁸ ≢ 88.1 ≤ ↕╣╕∆⁹ ≤ │ ⌂╡╕∆⅜⁸

19 ─ 64.9 ╟╡ 23.2ⱳ▬fi♩ ⇔╕⇔√⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：平成 29 年度時点の耐震化の推計 Ḳ

57

ṕ Ṗ

Ọ Ủ ủ B C=A+B a+ọ (a+B)/C

13 2 11 7 20 9 45.0%

14 6 8 46 60 52 86.7%

︡ וֹ 173 143 30 146 319 289 90.6%

9 3 6 43 52 46 88.5%

צּ ︣ 31 9 22 165 196 174 88.8%

240 163 77 407 647 570 88.1%

37.1% 25.2% 11.9% 62.9% 100.0% 88.1% Ṩ

ẑ Ḳ ḭ Ḳ שּ

56

【前回計画】防災上重要な施設の設定条件 

・多数の者が利用する特定建築物（旧法第 6 条第 1 号）のうち、唐津市地域防災計画に位置

づけられた防災上重要な建築物、災害応急対策活動に必要な施設、救護活動施設、避難所と

して位置づけられた施設 

【本計画】防災上重要な施設の設定条件 

・唐津市地域防災計画に位置づけられた防災上重要な施設のうち、災害応急対策活動に必要

な施設、救護活動施設及び避難所として位置づけられた施設、並びにライフライン施設及

び避難行動要支援者が利用する施設 

※規模要件を設定せず、下表に掲げる用途の建築物全てを対象 

表：本計画の防災上重要な建築物一覧 

ḭ ṇ ḭ

ḭ ḭ

︡ וֹ ṕ ḱ Ṗḭ ḭ ḭ

ṕ Ṗ ḭ ṇ

צּ ︣ ḱ ḭ Ḭẑ
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４）沿道建築物 

⌐⅔™≡│⁸ 26 ⌐╟╡⁸ ™─

⅜ ≢ 370 №╢≤⇔≡™╕∆⁹ 

│ ─ ≢∆⅜⁸ ─ ╙ ╘≡ ─ │ ─

⌐№╢√╘⁸ ─ ─ ⌐≈™≡│⁸ ≤ ⇔ ╩ ℮↓≤⌐╟

╡ ╩ ℮ ≢∆⁹ 

 

５）耐震化を図る市有建築物 

╩ ╢ ─ 29 ─ ─ │⁸82.1 ≤ ↕╣╕∆⁹

≤ │ ⌂╡╕∆⅜⁸ 19 ─ 51.6 ╟╡

30.5ⱳ▬fi♩ ⇔╕⇔√⁹ 

╕√⁸ ⌐≈™≡│⁸ ─ ─ 27 ≢│ 100 ≤ ↕╣⁸

╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【前回計画】耐震化を図る市有建築物の設定条件 

・市営住宅及び以下に掲げる構造計算が必要な建築物等を除く市有建築物を対象 

 ✓木造以外の建築物で、階数 2 以上のもの 

 ✓木造以外の建築物で、延床面積が 200㎡を超えるもの 

 ✓木造の建築物で、階数 3 以上又は延床面積 500㎡を超えるもの 

 ✓プール、クラブ室、ゲートボール場、工場、倉庫、屋外便所など 

・解体・撤去予定、廃校、用途廃止、建替え検討の建築物は対象外 

【本計画】耐震化を図る市有建築物の設定条件 

・唐津市が保有する建築物（市営住宅含む）のうち、非木造の階数 2 以上又は延床面積 200㎡

以上の建築物を対象 

表：平成 29 年度時点の耐震化の推計 Ḳ

57

Ọ Ủ ủ B C=A+B a+ọ (a+B)/C

118 118 0 83 201 201 100.0%

151 42 109 258 409 300 73.3%

269 160 109 341 610 501 82.1%

44.1% 26.2% 17.9% 55.9% 100.0% 82.1% Ṩ

ẑ Ḳ

56
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２．建築物の耐震化の目標設定 

 

１）目標設定の考え方 

─ ─ ─ │⁸ ─ ┘ ⌐ ⇔⁸

₈ ─ ⁸ ─ ⅜ ∆╢ ₉⁸₈ ─ ─

⌂ ⁸ ₉─ ⅛╠ ⇔╕∆⁹ 

─ ⌐⅔™≡│⁸ ┘ ─ ⅜ ∆╢ ─ ⌐≈™≡⁸

32 ╕≢⌐∆ↄ⌂ↄ≤╙ 95 ⌐⁸ 37 ╕≢⌐ ⅜ ⌂ ╩⅔⅔╗⌡ ∆

╢↓≤╩ ≤⇔≡ →⁸ ─ ╩ ╢↓≤≤⇔≡™╕∆⁹ 

╕√⁸ ⌐⅔™≡╙⁸ 37 ╕≢⌐ ─⌂™ ┘

─ ⅜ ∆╢ ╩⅔⅔╗⌡ ⇔⁸ ⌂ ┘ ─ ╩

100 ≤∆╢↓≤╩ ⌐ →≡™╕∆⁹ 

 

 

国の目標 平成 27 年 平成 32 年 平成 37 年 

住宅 90％ 95％ おおむね解消 

多数の者が利用する建築物 90％ 95％ ― 

 

 

佐賀県の目標 平成 27 年 平成 32 年 平成 37 年 

住宅 90％ 95％ おおむね解消 

多数の者が利用する建築物 90％ 95％ おおむね解消 

防災上重要な施設 100％ 95％ 100％ 

沿道建築物 ― ― 100％ 

β 27 ─ ─℮∟⁸₈ ⌂ ₉─ │⁸ ⌂ ≢

╘≡™╢⁹ 

 

 

 

 

表：国の耐震化率の目標 

表：佐賀県の耐震化率の目標 
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３．耐震化の目標 

 

１）地震被害の低減 

（１）住宅 
 

ӓ  

₳ 32 ₴↓   90          ₳ 37 ₴↓ ףּףּ    

 

≢│⁸ 27 ⌐⅔↑╢ ─ ─ ╩ 85%≤⇔≡⁸ ─

⌐ ╡ ╪≢⅝╕⇔√⁹ 19 ─ ─ 69.1 ≤ ⇔≡⁸ ─

│⁸ ה ⌐╟╢ ╩ ╘≡ 72.6%⌐ ⇔≡™╢╙──⁸ │

≤⌂∫≡⅔╡⁸ ⌂╢ ─ ⅜ ≤⌂∫≡™╕∆⁹ 

⌐╟╢ ה ╩ ∆╢√╘⌐│⁸ ─ ⅝™ ─ ⌐

⌐ ╡ ╪≢™ↄ ⅜№╡⁸ ─ ╩ 32 ╕≢⌐ 90 ≤∆╢↓

≤╩ ≤⇔╕∆⁹ 

⌐⁸ 37 ╕≢⌐ ⅜ ⌂ ╩⅔⅔╗⌡ ∆╢↓≤╩ ⇔╕

∆⁹ 

 
 〇住宅耐震化を対象とした部分耐震改修などの促進 

─ ∞↑≢⌂ↄ⁸ ≢ ⌂ ≤⇔≡⁸ ─

╩ ╢≤™℮ ⅛╠⁸ ⱬ♇♪─ ╛⁸ ─כ♃ꜟ▼◦ ⁸ ─

─ ⌂ ⌐≈™≡╙ ⇔╕∆⁹ 

↓╣╠ ╩ ∫√ ⌐≈™≡│ ╩ ∆╢ ≤⇔≡⁸ ⌐

∆╢ ─ ╩ ™╕∆⁹ 

 

（２）多数の者が利用する建築物（大規模建築物を含む） 
 

ӓ  

₳ 32 ₴↓   95          ₳ 37 ₴↓ ףּףּ    

 

≢│⁸ 27 ⌐⅔↑╢ ⁸ ⁸ⱱ♥ꜟ ≢ ─ ─

⅜ ∆╢ ─ ─ ╩ 90%≤⇔≡ ─ ⌐ ╡ ╪≢⅔╡⁸

19 ─ ─ 69.7 ≤ ⇔≡⁸ ─ │⁸ ה ⌐╟╢

╩ ╘≡ 90.0%⌐ ⇔≡⅔╡⁸ ╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

⌐╟╢ ─ ⌐╟╡⁸ ⅜ ⌐⌂╢⅔∕╣⅜№╢↓≤⅛╠⁸ ⌂╢

─ ╩ ⇔⁸ ─ ⅜ ∆╢ ┘ ─

╩ 32 ╕≢⌐ 95 ≤∆╢↓≤╩ ≤⇔╕∆⁹ 

⌐⁸ 37 ╕≢⌐ ─⌂™ ─⅔⅔╗⌡ ╩ ⇔╕∆⁹ 
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表：多数の者が利用する建築物の種類及び規模要件 

ṕ Ṗ

1
ḭ ḭ שּ︡

Ḭẑ Ḯ
2 1,000

2 3 1,000

3 1 1,000

4 3 1,000

5 3 1,000

6 3 1,000

7 3 1,000

8 3 1,000

9 3 1,000

10 3 1,000

11 3 1,000

12 3 1,000

13 3 1,000

14 ṇ 2 1,000

15 2 1,000

16 2 500

17 3 1,000

18 3 1,000

19 3 1,000

20 3 1,000

21 3 1,000

22 3 1,000

23 3 1,000

24 3 1,000

25 3 1,000

ḭ ḭ ḭ

code ṕ פּ Ṗ

ṕ אל Ṗ

ṇ ḭ ṇ ḭ כֿ ︣

ḭ

ḭ

ḭ ṇ

ḭ

ṕ Ṗḭ ḭ

ṇ ḭ ḭ ṇ כֿ

︣

ṇḭ ḭ ṇ

כֿ ︣

ḭ ḭ כֿ

ḭ ḭ

ḭ ḭ כֿ ︣

ḭ ṇḭ ḭ ḭ ṇ

כֿ ︣

ḭ ḭ ḭ כֿ ︣ ṇ

ṕ ︣ Ṗשּ

שּ︡ ︣

ךּ ︣
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２）発災後の対応の円滑化 

（１）防災上重要な施設（防災拠点建築物を含む） 

 

ӓ  

₳ 32 ₴↓   95          ₳ 37 ₴↓   100 

 

⌐ ⌂ ⁸ ⁸ ⁸

≤⇔≡ ≠↑╠╣√ ⁸ ⁸ ⅜ ∆╢

ה ⁸ ⌂≥─ ⌂ │⁸ ─ ╩ ⌐∆

╢√╘⌐⁸ ╩ 32 ╕≢⌐ 95 ⁸ 37 ╕≢⌐ 100 ≤∆╢↓≤

╩ ≤⇔╕∆⁹ 

≢│⁸ ─ ⅜ ∆╢ ─℮∟ ⌂ ┘

⌐≈™≡│⁸ 27 ╕≢─ ╩ ⇔≡⁸ ⌐ ╩ ⇔≡⅝

╕⇔√⁹ 

≢│⁸ ─ ╩ ⇔⁸ ⌂∆═≡─

┘ ─℮∟ ⅜ ⌂ ╩ ≤⇔≡ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

（２）沿道建築物 

 

ӓ  

₳ 37 ₴↓   100 

 

─ ⌂ ╛ ╩ ∆═⅝ ─ ⌐⅔™≡⁸ ⌐╟╡

─ ≤⌂╢⅔∕╣─№╢ ⌐≈™≡│⁸ ╩ 37 ╕≢⌐ 100 ≤

∆╢↓≤╩ ≤⇔╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ │ ≤⇔⁸ ⌂ ⌐╟╡ ─ ╩

⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

  



 

 

18 

 

３）耐震化を図る市有建築物 

（１）耐震化を図る市有建築物 

─℮∟⁸ ╩ ╢ ⌐≈™≡│⁸ ─≤⅔╡ ⇔╕∆⁹ 

 

ӓ ᶫ ⁸ ┴  ̏

ᴳ ⁸ ͪ ┴ 2 ̊ʣ֕ ├⅛ 200 ̊ʣ ┴

ᾍ  

 

╩ ╢ ─℮∟ ⌐≈™≡│⁸ ⌂ ╛

─ ⅜ ∆╢ ⁸∕─ ╩ ⇔⁸ ⅜ ⌂

⌐≈™≡⁸ ⌐ ╩ ∆╢↓≤╩ ⇔╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ⌐ ⇔√ │ ─≤⅔╡≢№╡⁸ ─ ╩

≤⇔⌂⅜╠ ∆╢ ≤─ ╩ ∫√ ≢ ⌐ ╡ ╖╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 ḭ ṇ ḭ

2 ḭ ḭ

3 ︡ וֹ ṕ ḱ Ṗḭ ḭ ḭ

4 ṕ Ṗ ḭ ṇ

5 צּ ︣ ḱ ḭ Ḭẑ

6 צּ ︣
צּ

ẑ ṕ ḭ ḭ ḭ ḭ Ṗ

7 ṕ Ṗḭ ḭ

8

表：市有建築物の耐震化の優先度 
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（２）学校施設 

 

ӓ  

₳ 27 ₴↓   100         ₳ 29 ₴↓   

 

│ ≥╙√∟⅜ ─ ╩ ↔∆ ─ ≢№╡⁸ ⌐│ ─

≤⇔≡─ ╙ √∆√╘⁸∕─ ─ │ ╘≡ ≢∆⁹ 

≢│⁸ 27 ⌐⅔↑╢ ─ ─ ╩ 100%≤⇔≡

─ ⌐ ╡ ╪≢⅔╡⁸ 29 4 100 ─ ╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

│⁸ ≤ ⇔⌂⅜╠⁸ ─ ה ה ╩

⌐ ⇔╕∆⁹ 
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第４章 建築物の耐震化の基本的な取組方針 

 

１．耐震化を促進するにあたっての課題 

 ─ ≢│⁸ 25 2 ⌐ ─ ⌐⅔

↑╢₈ ה ─ ─№╡ ⌐≈™≡₉ 1 ╩ ⇔⁸ ─≤⅔

╡⁸ ╩ ∆╢ ┘ ─ ⌂ ╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ╕√⁸ ╛ 28 ⁸ ⌂ ⅜ ⇔⁸ ─ ∞↑

≢⌂ↄ⁸ ╛ ⌐╟╢ ╙ ↕╣≡™╢↓≤⅛╠⁸ ⌂ ≢─

─ ⅜ ╕╣╕∆⁹ 

↓╣╠╩ ╕ⅎ⁸ ה ╩ ∆╢√╘─ ⌐№√∫≡─ ─

╩ ─≤⅔╡ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：耐震化促進の阻害要因と施策の基本的な方向性（社会資本整備審議会（建築分科
会）） 

●耐震化に係る建築物所有者の負担軽減 

●建築物所有者の意識啓発と相談体制の充実 

●耐震化に係る技術者の育成・確保 

●地震発生時の総合的な安全対策 
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２．役割分担の考え方 

 ─ ⌐⅔™≡│⁸ ⁸ ⁸ ─ ⌐ ⇔≡⁸ ה

─ ⅜ ╠─ ≤⇔≡ ╡ ╗↓≤⅜ ≢№╡⁸ ┘ │⁸

─ ╩≢⅝╢ ╡ ∆╢≤™℮ ⅛╠ ⌂ ╩ ∂╢═⅝≢№╢≤⇔≡™╕∆⁹ 

 ╕√⁸ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⇔≡™ↄ ─⌂⅛≢⁸ ⁸

⁸ ⅜ ℮═⅝ ╩ ⌐⇔⁸ ⌐ ╩ ╡⌂⅜╠ ╩ ∆╢↓≤≤⇔≡

™╕∆⁹ 

 ≢│⁸ ה ה ─ ⅛╠⁸ ⁸ ─ ⅎ ╩ ╕ⅎ√ ─ ╩

─≤⅔╡ ⇔╕∆⁹ 

 

 

関係主体 役割分担 

建築物所有者等（市民） ●耐震診断の実施 

●耐震改修の実施 

●身近な耐震対策 

国 ●基本方針の設定 

●耐震化に係る総括的な支援 

●財政措置 

●情報提供 

佐賀県 ●佐賀県耐震改修促進計画の策定 

●普及啓発を実施するための環境整備 

●市町への技術的支援 

●市町職員への意識改革 

唐津市 ●唐津市耐震改修促進計画の策定 

●市有建築物の耐震化 

●普及啓発の主体的な実施 

●建築物所有者等（市民）の取組への支援 

関係団体 ●建築物所有者等（市民）への助言 

●普及啓発 

●人材育成 

●セミナー･講習会等の開催 

 

 

 

  

表：関係主体の役割分担 
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３．耐震化を促進するための基本的な取組方針 

 ≢│⁸₈ ה ─ ⌂╢ ─ ₉ ┘₈ ╛ ⌐ ⇔√

⅛≈ ⌂ ─ ₉╩ ╢↓≤⌐╟╡⁸ ≢ ⇔√ ─ ─ ╩ ∆

↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）住宅・建築物の更なる耐震化の促進 

 ─ ─ ≢ ⇔√≤⅔╡⁸ ה ─ ─ ⌐ ↑≡│⁸

⅜ ╠─ ≤⇔≡ ╡ ╗↓≤⅜ ≢№╢↓≤⅛╠⁸ ┘ ╩

∆╢√╘⌐⁸ ╛ ─ ╩ ╡⌂⅜╠ ⌂ ╩ ╢≤≤╙⌐⁸

╛ ─ ≤ ⇔⁸ ⌂ ╩ ─ ⅛╠ ⇔╕∆⁹ 

 ╕√⁸ ≢⅝╢ ─ ה ╩│∂╘⁸ ⇔≡ ┘ ⅜ ≢

⅝╢ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

２）緊急性や公益性に配慮した優先的かつ重点的な取組の促進 

 ⌂ ╛ ─ ⁸ ⅜ ∆╢ ⌐≈

™≡│⁸ ⌂ ⅜ ╕╣╢≤≤╙⌐⁸ ╛ 6 ─ ╣⅜ ↕╣╢

⌐⅔™≡│ ⌂ ⅜ ╕╣╢↓≤⅛╠⁸ ⌐ ⌐ ╡ ╗═⅝

┘ ⌐ ⌐ ╡ ╗═⅝ ╩ ⇔⁸ ה ⌂ ╩ ↕∑⁸

ה ─ ⌐ ↑√ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

  

図：耐震化を促進するための基本的な取組方針 
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４．優先的に耐震化を促進する建築物 

 ╩ ∆╢√╘─ ⌂ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌐ ╩ ∆═⅝ ╩

⇔⁸ ⌂ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

１）防災上重要な建築物 

 ─ ⌐ ⌂ ⁸ ⁸ ─ ┘ ⁸

─ ≤⇔≡ ≠↑╠╣√ ⌐≈™≡│⁸ ─ ─ ⌐ ↑≡

≢№╢↓≤⅛╠⁸ ⌐ ╩ ∆═⅝ ≤⇔≡ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）避難路沿道建築物 

 ─ ⌐⅔™≡│⁸ ⌐╟∫≡ ⅜ ⇔√ ⌐ ─ ─ ⌂

⅜ ≤⌂╢↓≤⅜ ↕╣╢↓≤⅛╠⁸ ⌐ ↕╣╢≤⅔╡⁸ ≢№∫

≡⁸ ─ ↕ ─ ╩ ⌐ ╩ ∆═⅝ ≤⇔≡ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⌐≈™≡│⁸ ┘ ╩ ╕ⅎ⁸

─ ─ ╛ ─ ╩ ∆╢√╘⌐ ╩ ←═⅝ ╩

≤⇔⁸ ─ ─ ╩ ╕ⅎ⌂⅜╠⁸ 6 3 ─ ⌐

≠ↄ ─ ┘ ─ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

図：避難路沿道建築物のイメージ 

表：防災上重要な建築物一覧 

ḭ ṇ ḭ

ḭ ḭ

︡ וֹ ṕ ḱ Ṗḭ ḭ ḭ

ṕ Ṗ ḭ ṇ

צּ ︣ ḱ ḭ Ḭẑ
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３）避難行動要支援者利用建築物 

 ╛ ⅜™ ⁸ ⌐ ⅜ ⌂ ⅜ ⌐ ∆╢ ⌐≈™≡│⁸ 

⌐ ╩ ∆╢ ⅜№╢↓≤⅛╠⁸ ⌐ ╩ ∆═⅝ ≤⇔≡

⇔╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ⱱכⱶ╛ ─ ≢ ─ ⌐≈™≡│⁸ ─

ה ┘ ─ ≤⌂∫≡™╢√╘⁸ ≤ ⇔⌂⅜╠ ╩ ∆╢≤≤╙

⌐⁸ ─ ⌐ ⇔⌂™ ⌂ ⌐≈™≡╙ ╩ ╡⁸

─ ⌐ ↑√ ⌂ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

  

表：避難行動要支援者利用建築物 

所管行政庁の指導・助言
対象建築物の要件

所管行政庁の指示
対象建築物の要件

耐震診断義務付け
対象建築物の要件

小学校、中学校、中等教育学校の
前期課程若しくは特別支援学校

階数2以上かつ1,000㎡以上
※屋内運動場の面積を含む

階数2以上かつ1,500㎡以上
※屋内運動場の面積を含む

階数2以上かつ3,000㎡以上
※屋内運動場の面積を含む

上記以外の学校 階数3以上かつ1,000㎡以上- -

階数1以上かつ1,000㎡以上階数1以上かつ2,000㎡以上階数1以上かつ5,000㎡以上

階数3以上かつ1,000㎡以上階数3以上かつ2,000㎡以上階数3以上かつ5,000㎡以上

階数2以上かつ500㎡以上 階数2以上かつ750㎡以上 階数2以上かつ1,500㎡以上

老人ホーム、老人短期入所施設、
福祉ホームその他これらに類するもの

階数2以上かつ1,000㎡以上階数2以上かつ2,000㎡以上階数2以上かつ5,000㎡以上
老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者
福祉センターその他これらに類するもの

幼稚園、保育所

病院、診療所

用途

学校

体育館（一般公共の用に供されるもの）
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５．重点的に耐震化を促進する地域 

╩ ∆╢√╘─ ⌂ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌐ ╩ ∆═⅝ ╩

⇔⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ⌂ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

１）震度６強以上の揺れが想定される地域 

 ─₈ ₉⌐⅔™≡│⁸ ◖fi◒ꜞכ♩ ≢№∫≡╙⁸ ⅜

™ │ 6 ≢ ╣╢╙─⅜№╢≤⇔≡™╕∆⁹ 

 ◖fi◒ꜞכ♩ │ ⌐ ⌂ ⌐ ↕╣≡™╢ ⅜ ↄ⁸ ⇔√

⌐ ⌐ ⅝⌂ ╩ ⅎ╢↓≤⅜ ↕╣╢↓≤⅛╠⁸ 2 ≢ ⇔√ ─ ─

⁸ 6 ≤⌂╢ ╩ ⌐ ╩ ∆═⅝ ≤⇔≡ ⇔⁸

⌐⅔↑╢ ─ ⌂ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⌐╟╢ ⅛╠⁸ ─ ┘ ─ ─ ╩ ⇔

∆╢≤ ─≤⅔╡≤⌂╡╕∆⁹ 

≢│⁸ ─ ┘ ≤ ∆╢ ⌐⅔™≡ 6

─ ╣⅜ ↕╣≡⅔╡⁸ ה 20% ≤⌂╢ ─ ⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

X

7

X

1

表：気象庁震度階級解説表（鉄筋コンクリート造建物の状況） 

図：地震動及び建物被害の想定結果（全断層の最大値合成）再掲 

  - 1

1 - 5

5 - 10

10 - 20

20 -

7

4
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２）密集市街地 

ה  ≢│⁸ ≤⇔≡ ⅜ ⇔⁸ ↄ─ ⅜ ╦╣≡⅔╡⁸

⅜ ⇔√ ⌐⅔™≡│⁸ ∞↑≢⌂ↄ⁸ ⌐ ⇔√

⅜ ≢∆⁹ 

 ≢│⁸↓╣╕≢₈ ⌐ ⇔ↄ ⌂ ₉ ⇔ ─

⌐ ↑√ ╩ ⇔≡⅔╡⁸ 28 12 ⌐ ⇔√ ⌐⅔↑╢

╩ ≤⇔≡⁸₈ ⌐ ⇔ↄ ⌂ ₉⌐ ⇔⌂™ ≢№∫≡╙⁸

⅜ ™ ⌐≈™≡│⁸ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔√ ╩ ∂╢╟

℮⌐ ⌐ ⇔≡™╕∆⁹ 

⌐⅔™≡╙⁸ ⌐⅔™≡⁸

─ ⌐ ⅜ ∆╢

⅜ 5 ∆╢↓≤⅜ ╠⅛⌐⌂∫

≡™╢↓≤⅛╠⁸ ה ─

≢№╢ ⁸

╩ ⇔√ ╩

⇔⁸ ─ ™ ╩ ⌐

╩ ∆╢ ≤⇔≡ ∆╢↓≤⌐╟

╡⁸ ∞↑≢⌂ↄ ╩ ╘√

─ ⌂ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：密集市街地の改善に向けた取組 
（国土交通省） 

図：唐津市の密集市街地 

湊地区 

唐房地区 

妙見町地区 

東唐津地区 

先方・海士町地
区 
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６．市有建築物の耐震化への取組 

─ ─ ⌐≈™≡│⁸ ה ─ │ 100%≤⌂∫≡™╢ ⁸

─ ─ ⌐≈™≡│⁸ ⌂╢ ─ ⅜ ≢∆⁹↓─↓≤⅛╠⁸

╩│∂╘≤∆╢ ≤─ ╩ ╡⁸ ⌂ ⌂≥─

─ ╩ ─ ⌐ ≠↑⁸ ⌐ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

₈ 29 7 ₉≢│⁸ ─ ⌐ ∆

╢ ⌂ ⅎ ─⌂⅛≢₈ ─ ₉╩ →⁸ ה ─ ⌐

≈™≡│⁸ ⌐ ≠™≡⁸ ─ ⌂ ─ ┘ ⅜ ⌂ ─

⌂ ─ ╩ ╢↓≤≤⇔≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≈™≡│⁸ ⅜ ⌐╦√╢↓≤⅛╠⁸ ≤ ⇔

⌂⅜╠⁸ ⌂ ╩ ∆╢↓≤≤⇔⁸ ≤ ╦∑√ ╛ ─

ה ⌐ ℮ ⌂ ─ ╩ ╢↓≤≤⇔╕∆⁹ 

図：唐津市公共施設等総合管理計画における基本的方針（抜粋） 

表：優先的に耐震化を図るべき市有建築物一覧 

1 ḭ ṇ ḭ

2 ḭ ḭ

3 ︡ וֹ ṕ ḱ Ṗḭ ḭ ḭ

4 ṕ Ṗ ḭ ṇ

5 צּ ︣ ḱ ḭ Ḭẑ

6 ︣
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７．適切な指導等の実施 

─ ┘ ╩ ∆╢√╘⌐⁸ ≢№╢ ⅜

┘ ⌐ ≠™≡ ∆╢ ≤ ╩ ╡⁸ ⌂ ╩ ™╕∆⁹ 

 

１）耐震改修促進法に基づく指導 

 ┘ ⌐⅔™≡│⁸ ⅜ ℮ ה ⁸

⌐ ╢ ┘ ↑ ─ ╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

 ─ ╩ ∆╢≤ ─≤⅔╡≤⌂╡⁸ ─ ⌐ ∆╢ ⌐≈

™≡│⁸ ≤ ⇔⌂⅜╠ ⌂ ╛ ╩ ℮↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：耐震改修促進法に基づく指導等の対象建築物 

所管行政庁の指導・助言
対象建築物の要件

所管行政庁の指示
対象建築物の要件

耐震診断義務付け
対象建築物の要件

小学校、中学校、中等教育学校の
前期課程若しくは特別支援学校

階数2以上かつ1,000㎡以上
※屋内運動場の面積を含む

階数2以上かつ1,500㎡以上
※屋内運動場の面積を含む

階数2以上かつ3,000㎡以上
※屋内運動場の面積を含む

上記以外の学校 階数3以上かつ1,000㎡以上- -

階数1以上かつ1,000㎡以上階数1以上かつ2,000㎡以上階数1以上かつ5,000㎡以上

- -

階数2以上かつ500㎡以上 階数2以上かつ750㎡以上 階数2以上かつ1,500㎡以上

- -

政令で定める数量以上の危険
物を貯蔵又は処理するすべて
の建築物

500㎡以上
階数1以上かつ5,000㎡以上
（敷地境界線から一定距離以
内に存する建築物に限る）

耐震改修促進計画で指定する
避難路の沿道建築物であっ
て、前面道路幅員の1/2超の
高さの建築物（道路幅員が12
ｍ以下の場合は6m超）

左に同じ

耐震改修促進計画で指定する
重要な避難路の沿道建築物で
あって、前面道路幅員の1/2
超の高さの建築物（道路幅員
が12ｍ以下の場合は6m超）

- -

耐震改修促進計画で指定する
大規模な地震が発生した場合
においてその利用を確保する
ことが公益上必要な、病院、
官公署、災害応急対策に必要
な施設等の建築物

卸売市場

用途

学校

体育館（一般公共の用に供されるもの）

ボーリング場、スケート場、水泳場
その他これらに類する運動施設

階数3以上かつ5,000㎡以上
病院、診療所

劇場、観覧場、映画館、演芸場

集会場、公会堂

展示場
階数3以上かつ1,000㎡以上

階数3以上かつ2,000㎡以上

百貨店、マーケット
その他の物品販売業を営む店舗 階数3以上かつ2,000㎡以上

幼稚園、保育所

階数3以上かつ5,000㎡以上

ホテル、旅館

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿
- -

事務所

老人ホーム、老人短期入所施設、
福祉ホームその他これらに類するもの

階数2以上かつ1,000㎡以上階数2以上かつ2,000㎡以上階数2以上かつ5,000㎡以上
老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者
福祉センターその他これらに類するもの

避難路沿道建築物

博物館、美術館、図書館

階数3以上かつ1,000㎡以上

階数3以上かつ2,000㎡以上階数3以上かつ5,000㎡以上

遊技場

公衆浴場

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、
ダンスホールその他これらに類するもの

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行
その他これらに類するサービス業を営む店舗

工場（危険物の貯蔵場又は
処理場の用途に供する建築物を除く）

車両の停車場又は船舶若しくは
航空機の発着場を構成する建築物で
旅客の乗降又は待合いの用に供するもの

階数3以上かつ2,000㎡以上階数3以上かつ5,000㎡以上自動車車庫その他の自動車
又は自転車の停留又は駐車のための施設

保健所、税務署その他
これらに類する公益上必要な建築物

危険物の貯蔵場又は
処理場の用途に供する建築物

防災拠点である建築物



 

 

29 

 

 ⌂⅔⁸ ⌐╟╢ ⌐ ≠ↄ │⁸ ⌐ →╢ ┘

⌐ ⇔≡ ℮↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

対応 根拠 指導等の内容 

指導･助言 第 15条第 1 項 

所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適

確な実施を確保するため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適

格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、特定既存耐震不適

格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をするこ

とができる。 

指示 第 15条第 2 項 

所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物について必要な耐震診断又は

耐震改修が行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物

の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることがで

きる。 

報告命令 第 8 条第 1 項 

所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が第 7 条の規定によ

る報告をせず、又は虚偽の報告をしたときは、当該所有者に対し、相当

の期限を定めて、その報告を行い、又はその報告の内容を是正すべきこ

とを命ずることができる。 

公表 

第 8 条第 2 項 
所管行政庁は、第 8 条第 1 項の規定による命令をしたときは、国土交通

省令で定めるところにより、その旨を公表しなければならない。 

第 9 条 

所管行政庁は、第 7 条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令

で定めるところにより、当該報告の内容を公表しなければならない。第

8 条第 3 項の規定により耐震診断を行い、又は行わせたときも、同様と

する。 

第 15条第 3 項 

所管行政庁は、第 15条第 2 項の規定による指示を受けた特定既存耐震不

適格建築物の所有者が、正当な理由がなく、その指示に従わなかったと

きは、その旨を公表することができる。 

 

２）建築基準法に基づく指導 

 ⌐ ≠ↄ ╩ ∫√⌐╙⅛⅛╦╠∏⁸ ─ ⅜ ╩ ∂⌂

™ │⁸ ─ ⌐ ⇔≡⁸ ⅜ ℮ 10 ─ ⌐ ≠ↄ ה

≤ ⇔≡⁸ ⌂ ╛ ╩ ℮↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

対応 根拠 指導等の内容 

勧告 第 10条第 1 項 

特定行政庁は、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著

しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認

める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占

有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改

築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は衛生上必

要な措置をとることを勧告することができる。 

命令 

第 10条第 2 項 

特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、

その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを

命ずることができる。 

第 10条第 3 項 

特定行政庁は、前項の規定による場合のほか、建築物の敷地、構造又は

建築設備が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認

める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占

有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改

築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必

要な措置をとることを命ずることができる。 

  

表：耐震改修促進法に基づく指導等 

表：建築基準法に基づく勧告・命令等 
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第５章 耐震化を促進するための総合的な取組 

 

１．安心して耐震化が行える環境整備 

 

１）相談体制の充実 

ה  ─ ⌐⅔™≡│⁸ ─ ╛ ╩ ≢⅝╢ ⅜ ╘╠

╣≡™╕∆⁹ 

 ≢│⁸ ⌐ →╢ ╩ ≤⇔≡⁸ ה ⅛╠─ ─ ⌂

╩ ℮≤≤╙⌐⁸ ╛ ≤ ⇔⌂⅜╠⁸ ╛ ה ⌐ ╢

⌂ ⌐≈™≡│⁸ ─ ≤─ⱴ♇♅fi◓╩ ™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⌐⁸ ─₈ ≤─ ⌐╟╢ ─ ₉⌐⅔™≡ ⇔≡™╢₈

╕™≠ↄ╡◘ⱳכ♩☿fi♃⁸│≢₉כ ⌐ ╩ ⇔⁸ ⌐ ↨⇔√

╩ ∫≡™╢√╘⁸ ⌐ ╩ ╡⌂⅜╠⁸ ─ ה ⅜ ⌐ ≢⅝

╢ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表：佐賀県安全住まいづくりサポートセンターの概要 

図：相談窓口 

847-8511 1-1
0955-72-9139
0955-72-9179

団体名／支部 佐賀県安全住まいづくりサポートセンター／唐津支部

所在地 〒847- 0815 唐津市西寺町511- 4 （平野建築設計事務所内）

連絡先 ＴＥＬ：0955- 74- 6166 ＦＡＸ：0955- 74- 6167

事業主体 （一社）佐賀県建築士事務所協会・（一社）佐賀県建築士会

相談内容

住まいの耐震
○自分で出来る我が家の耐震診断の指導
○目視による危険度判定

■その他
○高齢化対応バリアフリー ○住まいのリフォーム ○福祉住環境
○シックハウス症候群 ○設計･施工に関する事項 ○防火･防犯に関する事項
○敷地選定に関する事項 ○佐賀県その他制度融資について（補助､ローン等）
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２）地域ぐるみの取組の促進 

 │⁸ ⌐ ⅜ ╠─ ≤⇔≡ ⇔≡ ╡ ╗ ⅜№╡╕∆⅜⁸

⌐╟∫≡ ⅜ ⇔√ ⁸ ⅜ ⌐⌂∫√╡⁸ ⌐ ╩

╓∆↓≤⅜ ↕╣⁸ ⅜ ⇔⁸ ⅜ ∆╢↓≤ ⅜ ↕╣╕∆⁹ 

 ∕─√╘⁸₈ ╠─ │ ╠ ╢⁸╖╪⌂≢ ╢₉≤™℮ ─ ⅎ ⌐ ≠™≡⁸

←╢╖─ ╩ ∆╢↓≤⅜ ≢∆⁹ 

 ─ ⌐ ↨⇔√ │⁸ ─ ⌐⅔™≡ ⌂ ╩ √∆≤≤╙

⌐⁸ ⅛╠─ ⌐ ∆╢ ─ ╛ ⁸ ─ ╩ ⇔≡

∆╢↓≤⅜ ↕╣╕∆⁹ 

 ⌐⅔™≡│⁸ ←╢╖─ ⅜ ↕╣╢ ─ ╩ ╖⁸ ⌐

⇔√ ╛ ─ ⁸NPO ≤─ ╩ ╡⌂⅜╠⁸ ≢─ ─

╛ ⌂Ⱪ꜡♇◒ ─ ה ─ ╩ ↕∑╢√╘─ ╩ ∂╕∆⁹ 

 

３）耐震改修に係る人材の育成・確保 

 ⌐⅔™≡│⁸ ה ה ≤ ⇔√ ─

ⱴ♬ꜙ▪ꜟ ╛☿Ⱶ♫כ ─ ⌐╟╢ ⌐ ∆╢ ─ ה ╩ ╢↓≤

≤⇔≡™╕∆⁹ 

 ≢│⁸ ┘ ≤ ⇔⁸ ╛ ╩ ≤⇔√☿Ⱶ♫כ ⌐

⇔⁸ ה ⌐ ╢ ╩ ∆╢ ─ ┘ ╩ ╡╕∆⁹ 
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︣ ṕ Ṗ

7

6

6

5

5

4

3

２．耐震化の促進に関する啓発及び知識の普及 

 

１）地震防災マップの作成・公表 

 ≢│⁸ ₈ Ɫ◙כ♪ⱴ♇ⱪ₉⁸₈ Ɫ◙כ♪ⱴ♇ⱪ₉ ┘₈ כꜟ

♩₉ ─ ─ ╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

 Ɫ◙כ♪ⱴ♇ⱪ│⁸ ⌐╟╢ ─ ⇔╛ ⌐ ╢ ╩ ⌐╦

⅛╡╛∆ↄ ⌐ ∆╢↓≤⌐╟∫≡⁸ ⅛╠ ─ ┘ ה ─

╩ ∆╢ ⅜ ≢⅝╕∆⁹ 

↓─√╘⁸ ≤ ⇔⌂⅜╠⁸ ─⅔∕╣⅜№╢ ─ ⁸ ⌐╟

╢ ─ ╩ ∆ ─╒⅛⁸ ╛ ⌂≥ ⌐ ⅜ ≤∆╢

╩ ╡╛∆ↄ ⇔√ Ɫ◙כ♪ⱴ♇ⱪ─ ╩ ⇔╕∆⁹ 

⌐№√∫≡│⁸ 2 ⌐⅔™≡ ╩ ∫√₈ 25

26 ₉ ╩ ╕ⅎ⁸ ⁸ ┘ ה

─ ╩ ⌐ ≢⅝╢ ╩ ∆↓≤╩ ⇔╕∆⁹ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図：地震防災マップの作成イメージ 

7

6

5

4
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2
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２）情報提供の充実 

 ─ ⌐ ↑≡│⁸ ─ ≤ ─ ⅜ ≢№╡⁸

⌂ ╩ ⇔√ ╩ ∆╢↓≤⅜ ╕╣╕∆⁹ 

 ≢│⁸₈ ⅜≢╢ ₉╩│∂╘⁸ ⌐ ↑√ ╩ⱱכⱶⱭכ

☺⌐⅔™≡ ⇔≡™╢≤≤╙⌐⁸ ≢│⁸₈ ⱳכ♃ꜟ◘▬

♩₉╩ ∟ →⁸ ⌐ ∆╢ ⌂ ⅛╠ Ɽfiⱨ꜠♇♩⁸ה ╩

ↄ ⇔≡™╕∆⁹ 

≢│⁸ ─ⱱכⱶⱭכ☺≤─ꜞfi◒╙ ╘⁸ ⁸ ┘ ≤ ⇔⁸

─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╘╢↓≤≤⇔⁸ Ɽfiⱨ꜠♇♩ ─ ⁸☿Ⱶ♫

─כ ─ ⌂ ─ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ╕√⁸ ≢│ ≤ ╩ ╡⌂⅜╠⁸ ▪◒◦ꜛfiⱪ꜡◓ꜝⱶ

⌐ ╢ ⌐ ↑√ ─ ≤⇔≡⁸ ─ ─ ─ ה

⌐ ⇔≡ ╩ ⌐ ⇔≡™╕∆⁹ 

 ╙ ╩ ⇔⌂⅜╠⁸ ⌂ ⌐ ╢ ╛ ┘∕─ ─

╩ ⇔⁸ ▪◒◦ꜛfiⱪ꜡◓ꜝⱶ╩ ⇔ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

  

図：（一財）日本建築防災協会ホームページ・パンフレット 

■「住宅耐震化緊急促進アクションプログラム」の解説 

国土交通省は、平成 28 年度第 2 次補正予算において、耐震化のための費用負担を軽減

し、住宅所有者の方に耐震化に対する理解を深めてもらうため、耐震改修促進計画に「住

宅耐震化緊急促進アクションプログラム」を位置づけ、建物所有者への積極的な普及啓発

等を行った地方公共団体に対して、重点的な支援を行う制度拡充を図っています。 
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３）リフォームに合わせた耐震改修の誘導 

 ╛ ⌐ ∆╢ ↑─ ⌐╟╡⁸ ─ ╩ ≤⇔√

─ ⌂ ⅜ ╕╣⌂™⌂⅛⁸ ≢│₈ 28 3

₉⌐⅔™≡⁸ ⱶכ◊ⱨꜞה ╩ ⇔⁸20 ⌐∆╢↓≤╩

∆≤⇔≡™╕∆⁹ 

 ↓╣╠─ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌐ ╢ꜞⱨ◊כⱶ ╩│∂╘≤∆╢ ─

┘ ╩ ╡⌂⅜╠⁸ꜞⱨ◊כⱶ≤ ╢№─♩♇ꜞⱷꜟכ◔☻√∫⌂≥ ─ ╩

⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）空家等対策との連携 

 ⁸ ⌐╙ ⅜ ⇔≡⅔╡⁸ 25 ה ≢│⁸

⌐⅔↑╢ │ 6,790 ⁸ 13.3%≤⌂∫≡™╕∆⁹ 

 │⁸ ⇔√ ⌐ ⌐ ╩ ⅎ╢⅔∕╣⅜№╢ ⌂ ⌐№╢╙─≤⁸

⌂╙─≤⌐ ↕╣⁸ ⌂ ⌐№╢ ⌐≈™≡│⁸ ≢│₈ ⅝

─ ⌐ ∆╢ 25 12 24 35 ₉⌐ ≠™≡⁸ ⌐

∆╢ ╩ ∂≡™╕∆⁹ 

 ╕√⁸ 27 5 ⌐ ↕╣√₈ ─ ⌐ ∆╢ ₉≢│⁸ ⌂

⌐№╢ ╩₈ ₉⌐ ⇔⁸ ⌐ ≠ↄ ⌐╟╡ ⌐ ∂≡ ∆

╢↓≤⅜ ≤⌂∫≡™╕∆⁹ 

 ⌐⅔™≡│⁸ ⅜ ╘╢ ≤ ⇔⁸ ─⌂™ ⌂ ⌐≈™

≡│⁸ ╩ ╘√ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ⌂ ⌐≈™≡│⁸

╩ ≤⇔√ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ⌂ ─ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：耐震改修方法（木造） （一般財団法人財日本建築防災協会 HP） 

図：老朽化した空き家住宅を除却しポケットパークとして活用している例 
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５）新制度の活用 

 25 ─ ⌐ ∫≡⁸ ─ ─ ⌂ ─√╘─ ≤

⇔≡ √⌂ ⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

 ≢│⁸ ≢№╢ ≤ ⇔⌂⅜╠⁸ ─ ⌂ ⌐ ↑

≡ ─ ה ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

（１）耐震改修計画の認定基準の緩和及び容積率・建ぺい率の特例 

ה  ⌐ ⅝⌂ ╩ ↕⌂™ √⌂ ─ ╩ ╢√╘⁸

─ ─ ⅜ ↕╣⁸ ⅜ ⇔≡™╕∆⁹ 

 ╕√⁸ ╩∆╢↓≤⅜╛╗╩ ⌂™≤ ⅜ ╘√ │⁸ ┘

║™ ⅜ ↕╣⌂™↓≤≤⌂∫≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⌐⁸ ⌐╟╡ ─ ─ ╛∕─ ⌐ ⅜ ∂╢ ⁸

─ ╩ ╢↓≤⅜ ⇔ↄ⌂╢√╘⁸ⱴfi◦ꜛfi ─ ─ ⌐

╢ ─ ⌐ ↑≡⁸ ─ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：耐震改修計画の認定基準の緩和及び容積率・建ぺい率の特例 

図：マンションの居住性や継続利用に影響の生じない工法の例 

■現行
建物形状の変更を伴わない改築や、柱・壁の増設による増築などに
対象工事が限定

■H25変更
増築や改築の工事範囲の制限を撤廃（これにより耐震改修計画の認
定を受けられる工事範囲が拡張され、外付けフレーム工法などの床
の増築を伴う耐震改修工法も耐震改修計画の認定対象となる。）
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（２）耐震性に係る表示制度「基準適合認定建築物マーク」 

 ─ ⅜ ⌐ ⇔⁸ ⅜ ↕╣≡™╢ ─ ╩

↑√ │⁸ ─╟℮⌂ⱴכ◒╩ ⌐ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢↓≤⅛╠⁸

─ ┼─▬fi☿fi♥▫Ⱪ╩ ╘╢ ≤⇔≡ ─ ┘ ╩ ⇔

╕∆⁹ 

 ⌂⅔⁸↓─ │⁸ 56 6 ⌐ ≢ ≡╠╣√ ╙ ╘⁸ ≡─

╩ ≤⇔≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定 

 ─ ⌐ ╢ ─ ╩ ╢√╘⁸ 6 ─ ⌐╟╡

─⅔∕╣⅜№╢≤ ⌐ ↕╣√ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ╢

─ ⅜ ─≤⅔╡ ─ ≤⇔≡ ↕╣≡™╕∆⁹ 

 ↓╣╠─ ⌐≈™≡╙ ┘ ╩ ╡⁸ ─ ⌂ ╩ ⇔

╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【注意】 

このマークは、建築物

の所有者からの申請に

より任意に表示される

ものです。したがって、

マークが表示されてい

ない建築物であっても

耐震性が確保されてい

ないというものではあ

りません。 

図：基準適合認定建築物マーク 

H25

図：耐震改修工事に係る集会決議要件の緩和 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi0kr_ej-nZAhXGjZQKHejXAVgQjRwIBg&url=http://www.city.sapporo.jp/toshi/k-shido/taishin/anzennintei.html&psig=AOvVaw2YBsxnYykO0jpjL_4Qb9kc&ust=1521024428325791
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３．耐震化の促進に向けた支援 

 

１）住宅・建築物の耐震化に関する支援 

ה ─ ה ─ ⌐ ↑≡│⁸ ה ─

⌐ ∆╢ ╩ ╢↓≤⅜ ≢∆⁹ 

≢│⁸ ה ─ ≤⇔≡⁸ ה ☻♩♇◒

ה ה ─ ⌐ ≠™≡⁸ ┘ ⌐

∆╢ ╩ ℮↓≤≤⇔≡⅔╡⁸ ⌐⅔™≡╙ ה ─

╛ ─ ╛ ⌂ ╩ ⇔≡™╕∆⁹ 

≢│⁸ ─ ⅎ ╩ ╕ⅎ≡⁸ ה ─ ⌐ ∆╢ ⌂ ─

╩ ╘╕∆⁹ 

 

 

  

 

ḱ ︡ḭ ︡  Ḯלּ

ḱ צּ ḭ ︢
ṕ Ṗ ḭ צּ ךּ ︣
Ḯ 

ḱ ḱ ṇ ︡ ḭ
︣ Ḯ 

צּ ︣  

ṕ Ṗ 

ḱ ︡ ḭ ︡ḭ ︡
קּ קּ ︣ ḭ ךּ

︣ Ḯ 

ḱ ךּ ḭ צּ ︣ ḭלּ
︡ḭ ︡ ḭ  Ḯלּ

 

ṕ Ṗ 

ḱ ︡ ḭ ︡ קּ
קּ ︣ ḭ ךּ ︣ Ḯ 

ḱ ךּ ḭ ḱ
︣ Ḯ 

 
ḱ צּ ︡ ḭ ︡ ￼

︡ ḭ  Ḯלּ

 

 

  

ḱ ḱ ḭ צּ ︣ ḱ
ḭ ךּ ḭ ︡ḭ
 Ḯלּ

 

Ṇ ḱ  

ḱ ḱ  

ḱ ḱ  

ḱ ḱ  

ḱ  

ḱ ṕ ṇ ṇ Ṗ        

 

 

表：佐賀県耐震改修促進計画の補助等の支援策（抜粋） 

表：住宅・建築物安全ストック形成事業の概要 
（社会資本整備総合交付金・防災・安全交付金の基幹事業） 

（国土交通省 平成 29年度当初予算） 
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２）税制優遇支援・融資制度の活用 

─ ⌐№√╡⁸ ─ ╩ ∆╢√╘─ ─ ⁸ ⁸

⁸ ─ ⌐≈™≡ ⇔⁸ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡

⌐ ↑√ ╩ ╘╢╟℮ ╘╕∆⁹ 

 

 

     

   Ḳ 

33 12 31
10Ṿ ṕ 25

Ṗ פּ  

 ḭ Ḳ 

צּ וֹ
ךּ ḭ 27 3 31

ḭצּ 26 4 1 פּ
ệ ︣

︣ ךּ ḭ
25Ṿ  

Ḳ 

צּ וֹ
צּ אל ךּ ḭ 26

4 1 פּ 32 3 31
ṕ Ṗ וֹ
ḭ Ễ ểṊỄ ṕ
2.5Ṿּצ Ṗ 

ṇ  Ḳ 

ḭךּ 33 12 31
︡ ḭ10 ḭ ṇ ểṾ

פּ ṕ אל
ḭ100 צּ Ṗ 

 Ḳ1,000 וֹ  

ṕ 80Ṿּצ Ṗ 

Ḳ 10 0.59Ṿḭ11 20
0.90Ṿṕ 29 4 3 Ṗ 

 

 וֹ

Ḳ500 /  

ṕ 80Ṿּצ Ṗ 

Ḳ 10 0.30Ṿ 

ṕ 29 4 3 Ṗ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：耐震改修に対する税制・融資等 

（住宅金融支援機構ホームページ、国土交通省ホームページ（住宅・建築物の耐震化に関する支援制度）） 
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ḱ Ḳ ףּ  

ḱ ︢ צּ וֹ ṕ ṖḮ 

ḱ Ḳ 10Ṿ 

ḱ Ḳ ễḲ 50Ṿḭ ỄḲ 30Ṿḭ ểḲ
10Ṿṕẑ20147 1 Ṗ 

ḱ Ḳ 50Ṿṕẑ20147 1 Ṗ 

ḱ Ḳ10Ṿ 

ḱ Ḳ 19 1 ḭ נּ
︣ ḭ צּ אל ḭ צּ

אל Ḯ 

ḱ ṕ ṖḲ 5 ḭ ṕ ṖḲ 2 5 פּ
Ḯ 

 

 

 

 

ḱ Ḳ  

ḱ ︣ שּ ︣ ḭ

︢ צּ וֹ Ḯ 

 

 

 

 

   

  

 

ṕ Ḳ 120 1 Ṗ 

ḱ20 Ṍ50 / ṕ ︡ḭ טּצּ Ṗ 

ẑ Ḯ 

ṇ

 

ḱ 1,000Ṍ2,500Ṋ ṕ ḭ ︡ טּצּ

Ṗ 

ṕ צּ 1,000 Ṗ 

  ḱ100Ṍ150

ךּ כֿ צּ

ḭשּ

צּ 187

ךּ Ḯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：地震保険 

（財務省ホームページ（地震保険制度の概要）） 

表：住宅性能表示制度 

（国土交通省ホームページ（住宅の品質確保の促進等に関する法律）） 

 

表：耐震診断費用の目安（参考） 

（耐震診断／一般財団法人日本耐震診断協会 ホームページ） 

（耐震改修工事／「木造住宅の耐震改修の費用」パンフレット 財団法人日本建築防災協会 編） 
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４．総合的な安全対策に関する取組 

 

１）居住空間の安全性の確保 

（１）家具転倒防止 

⌐╟╢ ה ─ │ ╣≡╙⁸ ╛ ─ ⌐╟╡ ─

⅜ ↕╣╢↓≤⅛╠⁸ ╩ ⇔⁸ ⅛╠─ ╩ ⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地震発生時の出火防止 

⌐╟╡ ⇔√ ⅜ ⌐╟╡ ∆╢↓≤⅜ ╠╣≡⅔╡⁸ ה

≢│ 285 ⁸ ≢│ 330 ─ ⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

≤⇔≡│⁸ ╛Ⱪכ♩☻ ─ ꜡Ⱪ╛●☻◖fiכ♩☻☻●⁸ ─

●☻ ⁸╕√⁸ Ⱪכ♩☻ ⅜ ⌂╙─≤⇔≡ →╠╣≡™╕∆⁹ 

↓╣╠╩ ╕ⅎ⁸ Ⱪ꜠כ◌כ─ ╛ ⌐●☻ ╩ ∆╢ⱴ▬◖fiⱷכ♃

─כ ⁸ ⅝─ ┼─ ⁸ ⌂ ╩ ∆╢≤≤╙

⌐⁸ ⅜ ⇔√ ─ ─ ╛ ⁸ ⅛╠─ ╩ ⇔⁸

⌐╟╢ ⌐ ╘╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ 26 3 ─₈ ₉≢│⁸

≤⇔≡⁸ Ⱪ꜠כ◌כ ─ ⅜ ≠↑╠╣≡™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：家具や家電の固定方法（内閣府防災情報 HP） 

図：感震ブレーカー普及啓発チラシの一部抜粋（経済産業省） 
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（３）防災ベッド・耐震シェルター 

⌐⅔™≡│⁸ ─ ⌐ ╦╢ ≢ ⌂

≤⇔≡⁸ ─ ╩ ╢≤™℮ ⅛╠⁸ ⱬ♇♪─ ╛ ─כ♃ꜟ▼◦

⁸ ─ ─ ╩ ∆╢↓≤≤⇔≡™╕∆⁹ 

⌐⅔™≡╙⁸ ─ ─ ⌐╟╡ ⅜ ⌂ ⁸ ⌐

╟╡ ⅜ ⇔≡╙ ⌂ ⅜ ≢⅝ ╩ ╢↓≤⅜≢⅝╢╟℮⌐⁸ ⱬ♇♪

╛ ─כ♃ꜟ▼◦ ⁸ ⌐ ⌂ ─ ⌐≈™≡ ה ╩ ™⁸

─ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図：耐震シェルター例（佐賀県耐震改修促進計画より） 

図：防災ベッド例（佐賀県耐震改修促進計画より） 
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２）非構造部材の安全対策 

（１）天井の脱落防止対策 

⌐⅔™≡│⁸ ⌐╟╢ ⅜ ⇔⁸ ⌂ ╩ ∆╢

≢│⁸ ⌐ ⇔™╙─≢╙ ↄ─ ⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

25 7 12 ─ ≢│⁸ ─ ╩ ⇔≡⅔

╡⁸₈ ⌐╟╡ ⌂ ╩ ∂╢⅔∕╣⅜№╢ ₉⌐ ∆╢ ⌐│⁸

↓╣╠ ⌐ ∫≡ ╩ ℮↓≤⅜ ≠↑╠╣≡™╕∆⁹ 

≢│⁸↓╣╠─ ╛ ─ ╩ ╕ⅎ⁸ ╩ ∆╢ ─

⁸ ⌐ ⇔⁸ ╩ ∂╢╟℮ ╩ ╡⁸ ≤ ⇔⌂⅜╠

⌂ ╩ ™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

（２）窓ガラスや内外壁等の安全対策 

⇔√ ≢│⁸ ─ ⁸

●ꜝ☻─ ⁸ ─ ⅜ ↕╣≡⅔

╡⁸ ─ ⅜ ™ ─ ╛ ⌐№╢

─ ╛ ●ꜝ☻ ─ ─

│ ─ ≢∆⁹ 

─ ╛ ⌐ ⇔⁸ ╩│

∂╘ ⌂ ╩ ∆≤≤╙⌐⁸ ⌐ ╢

╩ ™⌂⅜╠ ⌂ ╩ ™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：危険性の高い窓（国土交通省・一般財団法人日本建築防災協会） 

図：脱落した天井部材 図：天井の脱落被害 

（国土交通省パンフレット） 

 

図：天井撤去後による改修事例 

図：外壁の落下 
（国土交通省国土技術政策総合研究所資料） 
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（３）ブロック塀や屋外広告物等の安全対策 

╛ 28 ≢│⁸Ⱪ꜡♇◒ ⌐╟╡ ⅜ ∆

╢≤≤╙⌐⁸ ╣√Ⱪ꜡♇◒⅜ ≤⌂╡ ─ →≤⌂╡╕⇔√⁹ 

Ⱪ꜡♇◒ ⌐≈™≡│⁸ ─ ╩ ∆≤≤╙⌐⁸ ╩ ⇔⌂™ Ⱪ

꜡♇◒ ⌐≈™≡│⁸ ⁸ ⁸ ↑ ┼─ ─ ⁸ ∆╢ ─ ┘

⌂ ╩ ™╕∆⁹ 

╕√⁸ ⌐ ╡ ↑╠╣√

╛ ⌐≈™≡╙⁸ ⌐

⇔ ─ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

 

 

（４）エレベーター・エスカレーターの安全対策 

①エレベーターの閉じ込め防止対策 

≢│⁸◄꜠ⱬכ♃כ ⌐╟╡ 9 ⌐╦√╢ ∂ ╘ ⅜

∆╢ ⁸ ⌐│⁸ ↄ ⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

─ ╩ ⌐ ∆╢ ≢╙◄꜠ⱬכ♃כ─ │ ≢№╡⁸ ─

⌐⅔™≡ ↕╣√₈◄꜠ⱬכ♃כ─ ─

⌐≈™≡₉ ⅜≤╡╕≤╘╠╣≡™╕∆⁹ 

⌐ ◄꜠ⱬ⁸│≡™≈⌐כ♃כ ─ ╩ ╕ⅎ⁸₈ ⌐ ∏═⅝ ₉

⌐ ╡ ╕╣≡™╢ ⌐≈™≡ ─ ─ ╩ ╡⌂⅜╠⁸ ─ ╩

⇔╕∆⁹ 

 

 

ṇ ṇ  

נּ  

Ẇ ṇ ṇ  

Ẇṡ Ṣ  

Ẇ ḱ  

Ẇ ḱ  

￼ קּ

 

Ẇ ︢ ṡ Ṣ  

Ẇ  

Ẇṡ ︢ ṇ Ṣ  

Ẇ  

Ẇ ︢  

Ẇ ṇ

ḭ ︢ וֹףּ  

Ẇ ṡể ể Ṣ  

Ẇ ︢ ḭ

 

 

 

 

図：ブロック塀･屋上突出物の被害 
（写真：国土交通省国土技術政策総合研究所） 

表：「エレベーターの地震防災対策の推進について」の報告概要 

（社会資本整備審議会建築分科会） 
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②エスカレーターの落下防止 

≢│⁸ 3 ⅛ ⌐⅔™≡

4 ─כ♃כ꜠◌☻◄─ ⅜ ⇔⁸

28 כ♃כ꜠◌☻◄⁸│≢ ─

⅜ ↕╣≡™╕∆⁹ 

⌐⅔↑╢ ╩ ↑≡⁸ 26

4 ─כ♃כ꜠◌☻◄⌐ ⌐ ╢

⅜ ↕╣⁸ 28 8 ⌐ ↕╣≡™╕∆⁹ 

↕╣√ ⌐ ╦∑⁸ ∆╢ │╙∟╤╪─↓≤⁸ ◄꜠ⱬכ♃כ⌐ ⇔

≡╙ ─ ⌐ ─ ╩ ∆╢ ⁸ ≤─ ╩ ╡⌂⅜╠ ╩

∆╢≤≤╙⌐⁸ ┼─ ─ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

（５）その他の建築設備等の安全対策 

⌐⅔™≡│⁸ ⌐ ↕╣≡™√ ⅜▪fi◌כⱲꜟ♩⌐╟╢

⅜ ─ ≢ ⇔√≤ ↕╣≡™╕∆⁹ 

↓╣╩ ↑⁸ 25 4 ⌐ ↕╣√₈ ─ ⌂ ╩ ╘

√ 12 1388 ₉⅜ ↕╣√↓≤⌐╟╡⁸ ∞↑≢

⌂ↄ⁸●☻⁸ ╙ ╘√∆═≡─ ⌐≈™≡ ─ ⅜ ↕╣╢

≤≤╙⌐⁸ 25 3 ⌐ ─ ⌐≈™≡─ ⅜ ↕╣╕⇔√⁹ 

⅜ ∆ ⌐ ≠⅝⁸ ≤─ ╩ ╡⌂⅜╠⁸ ─

⌐≈™≡ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ╛ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╡⁸

⌂╙─⌐≈™≡│⁸ ╩ ∂╢╟℮ ⌂ ╩ ™╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：給湯設備を建築物の部分等に固定する部位（一般社団法人日本ガス石油機器工業会ＨＰ） 

図：エスカレーター落下（国土交通省） 
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３）地震に伴う宅地被害の軽減対策 

 

（１）土砂災害への対応 

⌐ ℮ ⌐╟╢ ─ ╩ ∆╢√╘⁸ ─ ─

╛ ─⅔∕╣─№╢ ─ ה ⌐ ⇔⁸₈⅜↑

₉╩│∂╘≤∆╢ ─ ה ╩ ╡⁸ ╛ ─√╘─ ╩

⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）宅地耐震化の促進 

⌐⅔™≡│⁸ ⌐ ─ ⅜ ⇔⁸ ⅜

⌐ ┬⅔∕╣⅜№╡╕∆⁹╕√⁸ ⌐≈™≡╙⁸ ╛ ™─

≢ ⅜ ╘≡ ™≤ ↕╣≡™╕∆⁹ 

↓╣╠╩ ╕ⅎ⁸ ╩ ⇔√ ╩ ⇔⁸

─ ─ ⌐ ╘╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※

80 2

319

457

96

206

59 7

※
10図：がけ地近接等危険住宅移転事業の対象 

（佐賀県 HP） 

表：補助の限度額（佐賀県 HP） 

がけの上にある場合は、がけの下端から、がけの下にある

場合は、がけの上端から水平距離で、そのがけの高さの

1.5 倍以内の距離にあり、少なくとも住宅の一部がかかる

こと。 

 

図：宅地の滑動崩落被害と対策工事のイメージ（国土交通省 HP） 

図：液状化被害と対策工事のイメージ（国土交通省 HP） 
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４）地震発生後の応急対応 

（１）被災建築物応急危険度判定体制の充実 

│⁸ ⌐╟╡ ⇔√ ╩ ⇔⁸∕─ ⌐ ∆

╢ ⌐╟╢ ─ ╛ ה ●ꜝ☻─ ⁸ ─ ⌂≥─ ╩

∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ⌐⅛⅛╢ ╩ ∆╢↓≤╩ ≤⇔≡™╕∆⁹ 

28 ⌐⅔™≡│⁸ 7 ─ ╣⅜ 2 ⌐╦√╡ ⇔√↓≤⅛╠⁸

⅜ ∆╢ ─ ⅜ ╡╕⇔√⁹ 

≢│⁸ ─ ┼─ ⌂ ⌐ ╘⁸ ─ ╩ ⌂⅜

╠⁸ ⅜ ∆╢ ┼─ ─ ╩ ⇔⁸ ─ ⌐ ╘

╕∆⁹╕√⁸ ─ ⌐ ⅛≈ ⌐ ≢⅝╢ ╩ ≤ ╩ ╡⌂⅜╠

↕∑╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）被災宅地危険度判定体制の充実 

│⁸ ⅜ ↕

╣╢╟℮⌂ │ ⌐╟╡⁸ ⅜

⅛≈ ⌐ ⇔√ ⌐⁸

╩ ⇔≡⁸ ─ ╩ ⅛≈

⌐ ⇔≡ ╩ ה ⇔⁸ ─

╩ ╢≤≤╙⌐⁸ ─ ⌂ ⌐

∆╢↓≤╩ ≤⇔≡™╕∆⁹ 

28 ⌐⅔™≡│⁸

⌐⅔↑╢ ╛ ─ ⁸  

⌐╟╢ ⁸ ─ ─ ⅜ ↄ ⇔≡⅔╡⁸ ⅜ ⅛≈ ⌐

⇔√ ⌐⅔↑╢ ╩ ∆╢√╘⁸ ╩ ⇔⁸∕─

⌐≈™≡ ⌐ ∂≡ ┼─ ╩ ∫≡™╕∆⁹ 

≢│⁸ ↕╣╢ ⌐ ℮⅜↑ ╣ ⌐╟╢ ─ ╩ ∆

╢√╘⁸ ─ ─ ╛ ─⅔∕╣─№╢ ⌂ ⌐⅔↑╢

⌐ ⇔⁸ ⅜ ∆╢₈ ₉ ╩ ⇔⁸ ⌂ ╛ ╩

⇔╕∆⁹ 

╕√⁸ ─₈ ─ ₉≤ ⌐⁸

─ ┼─ ⌂ ┘ ⌐ ╘⁸ ⁸ ≤─ ╩ ╡⌂⅜╠

─ ─ ה ┘ ─ ⌐ ╘╕∆⁹  

図：被災宅地危険度判定の状況 

図：被災建築物応急危険度判定の状況・判定結果のステッカー（国土交通省） 
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第６章 計画の推進体制の整備 

 

１．所管行政庁との連携 

₈ ⌂ ─ ₉⌐⅔™≡ ═√≤⅔╡⁸ ┘ ⌐ ≠ↄ

⌐≈™≡│⁸ ≢№╢ ⌐╟╢ ⅜ ≢№╢↓≤⅛╠⁸ ─

─ ┘ ⌐ ╘⁸ ≤ ⌂ ╩ ╢↓≤⌐╟╡⁸ ─ ה

─ ╩ ⇔╕∆⁹ 

╕√⁸₈ ⇔≡ ⅜ ⅎ╢ ₉⁸₈ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ₉

┘₈ ╩ ∆╢ ₉⌐ ╢ ─ ⌐⅔™≡╙ ≤─ ה ╩ ╡⁸

⅜ ╠─ ≤⇔≡ ⌐ ╡ ╗↓≤⅜≢⅝╢╟℮⌐ ╩ ™╕∆⁹ 

 

２．庁内での推進体制の確立 

ה ─ ─ ⌐ ↑≡│⁸ ⅜ ≤⌂∫≡⁸ ∆╢

≤ ⌐ ⇔⌂⅜╠ ⌂ ╩ ∆╢↓≤≤⇔╕∆⁹ 

╕√⁸ ─ ⌂ ╩ ℮ ─ ⌐≈™≡│⁸

─ ≠↑╩ ╕ⅎ⁸ ┘ ⌐⅔↑╢ ╩ ∆

╢≤≤╙⌐⁸ ≤─ ╩ ╡⁸ ≤⌂∫√ ╩

⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図：公共施設等総合管理計画の位置づけ 
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３．関係団体との協働による推進体制の確立 

ה ─ ╩ ∆╢ ≢│⁸ ─ ╛ ⌐ ╢ ─ ה ⁸

⌂ ╩ ╢ ⅜№╡⁸ ≤─ ⅜ ≢∆⁹ 

⌐⅔™≡│⁸ ┘ ⅜ ≤⌂

∫≡₈ ╕™≠ↄ╡◘ⱳכ♩☿fi♃₉כ╩ ⇔⁸ ה ⌐ ∆╢

╛☻ⱦכ◘ ⁸ ⌂ ╩ ⇔≡⅔╡⁸ ☿fi♃כ ≤─ ⌐╟╢

╩ ╡⌂⅜╠⁸ ≤─ ⌐╟╢ ╩ ⇔≡™ↄ↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

╕√⁸ ╛ꜞⱨ◊כⱶ ╩ ╗ ⌐ ╢ ≤─ ╩ ⌐

╣⁸ ≤─ ⌐╟╢ ─ ─Ⱡ♇♩꞉כ◒╩ ⇔╕∆⁹ 

№╦∑≡⁸ ⁸ ⁸ ⱱ♥ꜟ⁸ה ─ ≤╙ ⇔ ╩ ℮↓

≤⌐╟╡⁸ ─ ⌐≈™≡╙ ─ ╩ ╡╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

図：佐賀県安全住まいづくりサポートセンター事業概要 
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４．計画の検証 

⌐≈™≡│⁸ ─◘▬◒ꜟ⌐ ≠™≡ ╩ ℮↓≤≤⇔⁸ ⌐ ≠ↄ

╩ ⇔⁸ ─ ╩ ה ⇔√ ≢⁸ ⌐ ─ ⇔╩ ™╕∆⁹ 

Check ⌐ ∆╢ ─ ⌐≈™≡│⁸ ╩ ╕ⅎ⁸ ≢№╢ 32

┘ ≢№╢ 37 ≤⇔⁸ ה ╛ ∆╢ ╩ ™≡

⌐ ─ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡ ╩ ⇔╕∆⁹ 

╕√⁸ ╩ ╕ⅎ≡⁸ ─ ⇔ ┘ ─ ╩ ⇔⁸ ⌐ ╩

∆╢↓≤≤⇔╕∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Do

Check

Action

図：ＰＤＣＡのサイクルに基づく計画の進捗管理 
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唐津市耐震改修促進計画 

資料編 
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１．関係法令 

 

１）建築物の耐震改修の促進に関する法律 

 

 

 

  

 

 

 ↓─ │⁸ ⌐╟╢ ─ ─ ⅛╠ ─ ⁸ ┘ ╩ ∆╢√

╘⁸ ─ ─ ─√╘─ ╩ ∏╢↓≤⌐╟╡ ─ ⌐ ∆╢ ─

╩ ╡⁸╙∫≡ ─ ─ ⌐ ∆╢↓≤╩ ≤∆╢⁹ 

 

 

 ↓─ ⌐⅔™≡₈ ₉≤│⁸ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢↓≤╩™℮⁹ 

 ↓─ ⌐⅔™≡₈ ₉≤│⁸ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ≤⇔≡⁸ ⁸ ⁸

⁸ ⇔ↄ│ ─ │ ─ ╩∆╢↓≤╩™℮⁹ 

 ↓─ ⌐⅔™≡₈ ₉≤│⁸ ╩ ↄ │ ─ ⌐≈™≡│

│ ─ ╩™™⁸∕─ ─ │ ─ ⌐≈™≡│ ╩™℮⁹

√∞⇔⁸ ─ │ ─

─ ⌐╟╡ ╩ ↄ │ ─ ─ ≢ ╘╢ ⌐≈™≡│⁸

≤∆╢⁹ 

 

⁸ ┘ ─  

 │⁸ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢√

╘⁸ ⌐ ∆╢ ─ ┘ ∕─ ⌂ ╩ ∏╢╟℮ ╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 ┘ │⁸ ─ ┘ ─ ╩ ╢√╘⁸ ─ │№∫

∑╪⁸ ─ ∕─ ─ ╩ ∏╢╟℮ ╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 ┘ │⁸ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ─ ≤ ╩ ╢

√╘⁸ ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ⌐ ╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸∕─ ╩ ╢╟℮ ╘╢╙─≤∆

╢⁹ 

 

 ┘  

 

 

 │⁸ ─ ┘ ─ ╩ ╢√╘─ ⌂

₈ ₉≤™℮⁹ ╩ ╘⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 



 

53 

 

 ⌐⅔™≡│⁸ ⌐ →╢ ╩ ╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ⌂  

 ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢  

 ─ ┘ ─ ⌐≈™≡ ─ ≤⌂╢═⅝  

 ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ⌂  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ⌂ ∕─ ─

┘ ─ ⌐ ∆╢  

 │⁸ ╩ ╘⁸ │↓╣╩ ⇔√≤⅝│⁸ ⌂ↄ⁸↓╣╩ ⇔⌂↑╣

┌⌂╠⌂™⁹ 

 

 

 │⁸ ⌐ ≠⅝⁸ ─ ─ ─ ┘ ─

╩ ╢√╘─ ₈ ₉≤™℮⁹ ╩ ╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 ⌐⅔™≡│⁸ ⌐ →╢ ╩ ╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 ─ ─ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢  

 ─ ─ ─ ┘ ─ ╩ ╢√╘─ ⌐ ∆╢  

 ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ⌐ ∆╢  

 ⅛╠ ╕≢─ ⌐╟╢ │ ∕─ ─ ⌐ ∆

╢ ╩ ⇔⁸ │∕─ ╩ ╢√╘─ ─ ⌐≈™≡─ ≤─ ⌐ ∆

╢  

 ∕─ ─ ─ ─ ┘ ─ ⌐ ⇔ ⌂  

 │⁸ ─ ⌐ →╢ ⌐│⁸ ⌐ →╢ ⌐⁸ ⌐ ╘╢ ╩

∆╢ ⅜≢⅝╢⁹ 

 ⁸ ∕─ ⌂ ⅜ ⇔√ ⌐⅔™≡∕─ ╩ ∆╢↓≤⅜

⌂ ≢ ≢ ╘╢╙─≢№∫≡⁸ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢

│↓╣⌐ ≠ↄ ⇔ↄ│ ─ ₈ ₉≤™℮⁹ ⌐ ⇔

⌂™ ≢ ─ ─ ╩ ↑≡™╢╙─╩™℮⁹ ∂⁹ ≢№╢╙─

∕─ ⌐ ∆╢ ⅜ ╠⅛≢⌂™╙─≤⇔≡ ≢ ╘╢ ₈

₉≤™℮⁹ ⌐ ╢⁹ ⌐≈™≡⁸ ╩ ╦∑⁸ ┘ ─ ╩ ╢↓≤⅜

≤ ╘╠╣╢ ⌐ ∆╢ ┘ ⌐ ╢ ─ ─ ─ ⌐

∆╢  

 ⅜ ⌐╟∫≡ ⇔√ ⌐⅔™≡∕─ ⌐ ∆╢ ─ ⅜

⇔⁸ │ ∆╢↓≤⅜ ≤ ╕╣╢ ╩ ∆╢ ∕─ ≢ ╘╢

₈ ₉≤™℮⁹ ⌐ ╢⁹ ─ ╩ →⁸ ─ ╩ ⅎ

╢ ─ ─ ⌂ ╩ ≤∆╢↓≤╩ ∆╢√╘⁸ ⌐∕─ ⅜ ∆╢

⌐╟∫≡ ⇔√ ⌐⅔™≡∕─ ⌐ ∆╢ ─

╩ →⁸ ─ ─ ⌂ ╩ ≤∆╢⅔∕╣⅜№╢╙─≤⇔≡ ≢ ╘╢

⌐⅔™≡₈ ₉≤™℮⁹ ≢№∫≡ ≢№╢╙─╩

™℮⁹ ∂⁹ ⌐≈™≡⁸ ╩ ╦∑⁸ │∕─ ╩ ╡⁸ ┘ ─ ╩
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╢↓≤⅜ ≤ ╘╠╣╢ ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆

╢ ┘ ≢№╢╙─⌐ ╢⁹ ⌐ ╢

─ ─ ─ ⌐ ∆╢  

 ⅜ ⌐╟∫≡ ⇔√ ⌐⅔™≡∕─ ⌐ ∆╢

╩ ↄ⁹ ─ ╩ →⁸ ─ ╩ ⅎ╢ ─ ─ ⌂ ╩ ≤∆╢↓≤

╩ ∆╢√╘⁸ ⌐∕─ ⅜ ∆╢ ─ ┘

─ ╩ ╢↓≤⅜ ≤ ╘╠╣╢ ─ ⌐

∆╢ ⌐ ∆╢  

 ─ ─ ⌐ ∆╢ ⁹ ₈

₉≤™℮⁹ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢ ╩∕─ │ ⌐≈™≡

∆╢↓≤⅜≢⅝⌂™ ⌐ ∆╢

╩™℮⁹ ∂⁹ ╩ ⇔⁸ ⌐ ∆╢ ≢№╢ ─ ─

⌐ ™ ╩ ≤∆╢ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢

╩ ↄ⁹ ₈ ₉≤™℮⁹ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢↓≤⅜ ≤ ╘╠╣╢

─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢  

 ─ ╩ ∆╢√╘⁸ ─ ⌐⅔™≡

₈ ₉≤™℮⁹ │ ₈ ₉≤™℮⁹ ⌐╟╢ ─

┘ ─ ⅜ ≤ ╘╠╣╢ │ ⌐╟╢ ─ ┘

─ ⌐ ∆╢  

 │⁸ ⌐ ⌐ ╘╢ ╩ ⇔╟℮≤∆╢≤⅝│⁸

⌐≈™≡⁸№╠⅛∂╘⁸ ─ ⌐ ⌐ ≠⅝∕─ ╩

∆╢ ⅜№╢≤⅝│⁸∕─ ┘ ─ ╩ ⅛⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 │⁸ ⌐ ⌐ ╘╢ ╩ ⇔╟℮≤∆╢≤⅝

│⁸ ⌐≈™≡⁸№╠⅛∂╘⁸ │ ─ ╩ ⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 │⁸ ╩ ╘√≤⅝│⁸ ⌂ↄ⁸↓╣╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸

─ ─ ⌐∕─ ⇔╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ⅛╠ ╕≢─ │⁸ ─ ⌐≈™≡ ∆╢⁹ 

 

 

 │⁸ ⌐ ≠⅝⁸ ─ ─ ─

┘ ─ ╩ ╢√╘─ ₈ ₉≤™℮⁹ ╩ ╘╢╟℮

╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 ⌐⅔™≡│⁸⅔⅔╗⌡ ⌐ →╢ ╩ ╘╢╙─≤∆╢⁹ 

 ─ ─ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢  

 ─ ─ ─ ┘ ─ ╩ ╢√╘─ ⌐ ∆╢  

 ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ⌐ ∆╢  

 ⅛╠ ╕≢─ ⌐╟╢ │ ∕─ ─ ⌐ ∆

╢ ╩ ⇔⁸ │∕─ ╩ ╢√╘─ ─ ⌐≈™≡─ ≤─ ⌐ ∆

╢  
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 ∕─ ─ ─ ─ ┘ ─ ⌐ ⇔ ⌂  

 │⁸ ─ ⌐ →╢ ⌐│⁸ ⌐ →╢ ⌐⁸ ⌐ ╘╢ ╩

∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ⅜ ⌐╟∫≡ ⇔√ ⌐⅔™≡∕─ ⌐ ∆╢

⌐ ╢⁹ ─ ╩ →⁸ ─ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ⌂ ╩ ≤∆╢↓≤

╩ ∆╢√╘⁸ ⌐∕─ ⅜ ∆╢ ⌐≈™≡⁸

╩ ╦∑⁸ │∕─ ╩ ╡⁸ ┘ ─ ╩ ╢↓≤⅜ ≤ ╘╠╣╢

─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ┘

≢№╢╙─⌐ ╢⁹ ⌐ ╢ ─ ─ ─ ⌐ ∆╢

 

 ⅜ ⌐╟∫≡ ⇔√ ⌐⅔™≡∕─ ⌐ ∆╢

╩ ↄ⁹ ─ ╩ →⁸ ─ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ⌂ ╩ ≤∆╢↓≤

╩ ∆╢√╘⁸ ⌐∕─ ⅜ ∆╢ ─ ┘

─ ╩ ╢↓≤⅜ ≤ ╘╠╣╢ ─ ⌐

∆╢ ⌐ ∆╢  

 │⁸ ╩ ╘√≤⅝│⁸ ⌂ↄ⁸↓╣╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂

™⁹ 

 ─ │⁸ ─ ⌐≈™≡ ∆╢⁹ 

 

 ─ ⅜ ∏═⅝  

 

─ ─ ─  

 ⌐ →╢ ₈ ₉≤™℮⁹ ─ │⁸

⌐≈™≡⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ╩ ™⁸∕─

╩⁸ ─ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣ ⌐ ╘╢ ╕≢⌐ ⌐

⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ─ ⌐╟╡ ⌐ ↕╣√ ─ ⌐

╟╡ ⌐ ↕╣√  

 ∕─ ⅜ ─ ⌐╟╡ ⌐ ↕╣√ ⌐

∆╢ ≢№╢╙─⌐ ╢⁹ ─ ⌐╟╡

⌐ ↕╣√  

 ∕─ ⅜ ─ ⌐╟╡ ⌐ ↕╣√ ⌐ ∆╢

≢№╢╙─⌐ ╡⁸ ⌐ →╢ ≢№╢

╙─╩ ↄ⁹ ─ ⌐╟╡ ⌐ ↕╣√  

⌐ ╢  

 │⁸ ─ ⅜ ─ ⌐╟╢ ╩∑∏⁸ │

─ ╩⇔√≤⅝│⁸ ⌐ ⇔⁸ ─ ╩ ╘≡⁸∕─ ╩ ™⁸ │∕─

─ ╩ ∆═⅝↓≤╩ ∏╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╢ ╩⇔√≤⅝│⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸∕─
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╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╡ ╩ ∂╟℮≤∆╢ ⌐⅔™≡⁸ ⅜⌂ↄ≡

╩ ∏═⅝ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝∏⁸⅛≈⁸↓╣╩ ∆╢↓≤⅜ ⇔ↄ ⌐ ∆╢≤ ╘╠

╣╢≤⅝│⁸∕─ ─ ⌐⅔™≡⁸ ╩ ╠ ™⁸ │∕─ ∂√ ⇔ↄ│ ⇔√

⌐ ╦∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹↓─ ⌐⅔™≡│⁸ ─ ╩ ╘≡⁸ ╩∆═⅝ ┘∕

─ ╕≢⌐ ╩⇔⌂™≤⅝│⁸ │∕─ ∂√ ⇔ↄ│ ⇔√ ⅜

╩ ℮═⅝ ╩⁸№╠⅛∂╘⁸ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 

─ ─  

 │⁸ ─ ⌐╟╢ ╩ ↑√≤⅝│⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟

╡⁸ ─ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ ─ ⌐╟╡ ╩ ™⁸ │

╦∑√≤⅝╙⁸ ≤∆╢⁹ 

 

─ ⌐ ∆╢ ─  

 │⁸ ⌐ →╢ ─ ⅛╠ ⅜№∫√≤⅝│⁸

≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ─ ⌐╟╡ ╦╣√ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔⌂↑╣┌

⌂╠⌂™⁹ 

 │⁸ ⌐ →╢ ─ ⅛╠ ⅜№∫√≤⅝│⁸ ≢ ╘

╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ─ ⌐╟╡ ╦╣√ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂

™⁹ 

 

─ ─ ─  

 ─ │⁸ ─ ⁸ ⌐ ∆╢ ─ ╩

╢ ⅜№╢≤ ╘╠╣╢≤⅝│⁸ ⌐≈™≡ ╩ ℮╟℮

╘⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 

─ ⌐ ╢ ┘ ┘⌐  

 │⁸ ─ ─ ⌂ ╩ ∆╢√╘ ⅜

№╢≤ ╘╢≤⅝│⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ─℮∟

─ ─ ≤⌂╢═⅝ ₈ ₉≤™℮⁹ ╩ ⇔≡⁸

─ ⌐≈™≡ ⌂ ┘ ╩∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ⌐≈™≡ ⌂ ⅜ ╦╣≡™⌂™≤ ╘╢≤

⅝│⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩ ⇔≡⁸ ⌂ ╩∆╢↓

≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╢ ╩ ↑√ ─ ⅜⁸ ⌂

⅜⌂ↄ⁸∕─ ⌐ ╦⌂⅛∫√≤⅝│⁸∕─ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

⌐ ╢ ⁸  

 │⁸ ┘⌐ ┘ ─ ─ ⌐ ⌂ ⌐⅔
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™≡⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ─ ⌐ ⇔⁸

─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢ ─ ⌐╟╢ ─ ≤⌂╢ ╩ ↄ⁹

⌐ ⇔ ↕∑⁸ │∕─ ⌐⁸ ⁸ ─

⇔ↄ│ ─ ⌐ ∟ ╡⁸ ⁸

─ ⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ─ ╩ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹√

∞⇔⁸ ⌐ ∟ ╢ ⌐⅔™≡│⁸№╠⅛∂╘⁸∕─ ─ ╩ ⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ─ ⌐╟╡ ╩∆╢ │⁸∕─ ╩ ∆ ╩ ⇔⁸ ⌐ ⇔⌂↑

╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ─ ⌐╟╢ ─ │⁸ ─√╘⌐ ╘╠╣√╙─≤ ⇔≡│⌂╠⌂

™⁹ 

 

─ ─  

 ⌐ →╢ ≢№∫≡ ≢№╢╙─

≢№╢╙─╩ ↄ⁹ ₈ ₉≤™℮⁹ ─ │⁸

⌐≈™≡ ╩ ™⁸∕─ ⁸ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╢ ⅜№╢≤

╘╠╣╢≤⅝│⁸ ⌐≈™≡ ╩ ℮╟℮ ╘⌂↑╣┌⌂╠

⌂™⁹ 

 ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⱱכⱶ∕─

─ ⅜ ∆╢ ≢ ≢ ╘╢╙─≢№∫≡ ≢ ╘╢ ─╙─ 

 ⁸ ∕─ ≢ ╘╢ ≢№∫≡ ≢ ╘╢ ─╙── │

─ ⌐ ∆╢  

 ∕─ ⅜ ⇔ↄ│ ─ ⌐╟╡ ⌐

↕╣√ │ ─ ⌐╟╡ ⌐ ↕╣√ ⌐ ∆╢

 

 

⌐ ╢ ┘ ┘⌐  

 │⁸ ─ ┘ ─ ⌂ ╩ ∆

╢√╘ ⅜№╢≤ ╘╢≤⅝│⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩

⇔≡⁸ ─ ┘ ⌐≈™≡ ⌂ ┘ ╩∆╢↓

≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ⌐ →╢ ⅛╠ ╕≢⌐ →╢

⌐№∫≡│⁸ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╢↓≤⅜ ⌐ ⌂╙─≤⇔≡

≢ ╘╢╙─≢№∫≡ ≢ ╘╢ ─╙─⌐ ╢⁹ ⌐≈™≡ ⌂ │

⅜ ╦╣≡™⌂™≤ ╘╢≤⅝│⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩

⇔≡⁸ ⌂ ╩∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ⅛≈ ─ ⅜ ∆╢

 

 ⁸ ⱱכⱶ∕─ ─ ─ ⌐ ╩ ∆╢ ⅜ ≤⇔≡ ∆╢
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 ⌐ →╢ ≢№╢  

 ⌐ →╢ ≢№╢  

 │⁸ ─ ⌐╟╢ ╩ ↑√ ─ ⅜⁸ ⌂

⅜⌂ↄ⁸∕─ ⌐ ╦⌂⅛∫√≤⅝│⁸∕─ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ─ ⌐ ⌂ ⌐⅔™≡⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸

─ ⌐ ⇔⁸ ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢

⌐ ⇔ ↕∑⁸ │∕─ ⌐⁸ ⁸ ─

⇔ↄ│ ─ ⌐ ∟ ╡⁸ ⁸

─ ⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ─ ╩ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 √∞⇔ ⁸ ┘ ─ │⁸ ─ ⌐╟╢ ⌐≈™≡

∆╢⁹ 

 

─ ─ ─  

 ┘ ─ ─

│⁸ ⌐≈™≡ ╩ ™⁸ ⌐ ∂⁸

⌐≈™≡ ╩ ℮╟℮ ╘⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 │⁸ ─ ─ ┘ ─ ⌂ ╩ ∆╢√

╘ ⅜№╢≤ ╘╢≤⅝│⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩ ⇔

≡⁸ ─ ┘ ⌐≈™≡ ⌂ ┘ ╩∆╢↓≤⅜

≢⅝╢⁹ 

 

 ─ ─ ─  

 

─  

 ─ ╩⇔╟℮≤∆╢ │⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ─

─ ╩ ⇔⁸ ─ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ─ ⌐│⁸ ⌐ →╢ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ─  

 ─ ⁸ ═ ⁸ ┘  

 ─ ─ ─  

 ─ ─ ⌐ ∆╢  

 ∕─ ≢ ╘╢  

 │⁸ ─ ⅜№∫√ ⌐⅔™≡⁸ ─ ─ ⅜ ⌐ →╢

⌐ ∆╢≤ ╘╢≤⅝│⁸∕─ ─ ↓─ ⌐⅔™≡₈ ─ ₉≤™℮⁹ ╩∆╢

↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ─ ─ ─ ⅜ │ ⌐ ∆╢ ↓╣⌐ ∏╢╙─≤⇔

≡ ⅜ ╘╢ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⁹ 

 ─ ⅜ ─ ─ ╩ ⌐ ∆╢√╘ ⌂╙─≢№╢↓

≤⁹ 
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 ─ ⌐ ╢ ⁸ ─ │ ⇔ↄ│∕─ ─ ⅜

┘ ─ │↓╣⌐ ≠ↄ ⇔ↄ│ ─ ⌐ ∑∏⁸⅛

≈⁸ ─ ─ ╩ ↑≡™╢╙─≢№╢ ⌐⅔™≡⁸ │

─ ─ ⁸ ⁸ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩™℮⁹

│ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩™℮⁹ ╩⇔╟℮≤∆╢╙─≢

№╡⁸⅛≈⁸ ╙⁸ ⅝ ⅝⁸ ⁸ ─ │ ⇔ↄ│∕─

─ ⅜ ─ │↓╣⌐ ≠ↄ ⇔ↄ│ ─ ⌐ ⇔⌂™↓≤≤

⌂╢╙─≢№╢≤⅝│⁸ ⌐ →╢ ─╒⅛⁸ ⌐ →╢ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⁹ 

▬ ⅜ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╢√╘ ≤ ╘╠╣╢╙─≢№╡⁸⅛≈⁸

╙⁸ ⅝ ⅝⁸ ⁸ ─ │ ⇔ↄ│∕─ ─ ⅜

─ │↓╣⌐ ≠ↄ ⇔ↄ│ ─ ⌐ ⇔⌂™↓≤≤⌂╢↓

≤⅜╛╗╩ ⌂™≤ ╘╠╣╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

꜡ ─ ─ ⌐ ↑≡ ─ ╩ ℮ ⌐№∫≡│⁸∕╣∙╣─

─ ⁹ ꜡ ┘ ꜡⌐⅔™≡ ∂⁹ ⌐ ╢ ┘ ─ ⌐≈™≡⁸

─ ─ ⁸ ⁸ ┘ ─ ─ ┘⌐ ┘ ─ ─

─ ─ ⅜ ↄ⌂╠⌂™╙─≢№╢↓≤⁹ 

 ─ ⌐ ╢ ⅜ ≢№╢

─ ⌐ ∆╢ ╩™℮⁹ ≢№╢ ⌐⅔™≡⁸ ⌐≈™≡ ⇔ↄ│

╩ ↑⁸ │ ⇔ↄ││╡─ ╩∆╢↓≤⌐╟╡ ⅜ ⁸

│ ─ ⌐ ⇔⌂™↓≤≤⌂╢╙─≢№╢≤⅝│⁸ ┘

⌐ →╢ ─╒⅛⁸ ⌐ →╢ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⁹ 

▬ ⅜ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╢√╘ ≤ ╘╠╣╢╙─≢№╡⁸⅛≈⁸

⌐╟╡⁸ ⅜ ⁸ │ ─

⌐ ⇔⌂™↓≤≤⌂╢↓≤⅜╛╗╩ ⌂™≤ ╘╠╣╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

꜡ ⌐ →╢ ⌐ ⇔⁸ ┘ ⅜⌂™≤ ╘╠╣╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

─ ⌐ ╢ ⁸ ││╡─ ⅜ ≢ ╘╢ ─ ⌐ ⇔≡

™╢↓≤⁹ 

─ ⌐ ╢ ⁸ ││╡⌐ ╢ ⅜ ⇔√ ─ ─ ⅜

≢ ╘╢ ─ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⁹ 

 ─ ⌐ ╢ ⅜ ≢№╢ ⌐⅔™≡⁸ ⌐≈™≡

╩∆╢↓≤⌐╟╡ ⅜ ─ ═ ─ ⌐ ∆╢ ╩™

℮⁹ ⌐ ╢ │↓╣⌐ ≠ↄ ⇔ↄ│ ─ ▬ ┘ ⌐⅔™≡₈

₉≤™℮⁹ ⌐ ⇔⌂™↓≤≤⌂╢╙─≢№╢≤⅝│⁸ ┘ ⌐ →

╢ ─╒⅛⁸ ⌐ →╢ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⁹ 

▬ ⅜ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╢√╘ ≤ ╘╠╣╢╙─≢№╡⁸⅛≈⁸

⌐╟╡⁸ ⅜ ⌐ ⇔⌂™↓≤≤⌂╢↓≤⅜╛╗╩ ⌂™≤ ╘

╠╣╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

꜡ ─ ⌐ ╢ ⌐≈™≡⁸ ⁸ ⁸ ┘ ⅜⌂™≤ ╘╠

╣╢╙─≢№╢↓≤⁹ 
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 ─ ⌐ ╢ ⅜ ≢№╢ ⌐⅔™≡⁸ ⌐≈™≡

╩∆╢↓≤⌐╟╡ ⅜ ─ ║™ ─ ⌐ ∆╢ ╩™

℮⁹ ⌐ ╢ │↓╣⌐ ≠ↄ ⇔ↄ│ ─ ▬ ┘ ⌐⅔™≡₈

║™ ₉≤™℮⁹ ⌐ ⇔⌂™↓≤≤⌂╢╙─≢№╢≤⅝│⁸ ┘ ⌐

→╢ ─╒⅛⁸ ⌐ →╢ ⌐ ⇔≡™╢↓≤⁹ 

▬ ⅜ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╢√╘ ≤ ╘╠╣╢╙─≢№╡⁸⅛≈⁸

⌐╟╡⁸ ⅜ ║™ ⌐ ⇔⌂™↓≤≤⌂╢↓≤⅜╛╗╩ ⌂™≤

╘╠╣╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

꜡ ─ ⌐ ╢ ⌐≈™≡⁸ ⁸ ⁸ ┘ ⅜⌂™≤ ╘╠

╣╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

 ─ ⌐ ╢ ─ ─ ⅜ ─ ⌐╟╢ │

─ ⌐╟╢ ╩ ∆╢╙─≢№╢ ⌐⅔™≡⁸ ─ ╩⇔╟℮≤∆╢

≤⅝│⁸ │⁸№╠⅛∂╘⁸ ─ ╩ ⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ─ │ ⅜ ─ ⌐╟╢ │

─ ⌐╟╢ ╩ ∆╢ ─ ─ ⌐≈™≡ ─ ╩⇔╟℮≤∆╢

⌐≈™≡⁸ ─ ─ │ ⅜ ─ ⌐╟╢ ╩ ∆

╢ ─ ─ ⌐≈™≡ ─ ╩⇔╟℮≤∆╢ ⌐≈™≡ ∆╢⁹ 

 ⅜ ─ ╩⇔√≤⅝│⁸ ⌐ →╢ ⁸ ─ │ ⇔ↄ│∕

─ ─ ↓─ ⌐⅔™≡₈ ₉≤™℮⁹ ⌐≈™≡│⁸

┘ ─ ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ─ ╩ ∆╢⁹ 

 ⌐ ∑∏⁸⅛≈⁸ ─ ─ ╩ ↑≡™╢

≢№∫≡⁸ ─ ⅜ ╘╢ ⌐ ⇔≡™╢╙─≤⇔≡ ─ ╩

↑√╙─ 

 ─ ⌐ ╢ ─  

 ⅜ ─ ╩⇔√≤⅝│⁸ ─ ⌐ ╢ ─ ⌐≈™≡│⁸

⁸ │ ─ │⁸ ⇔⌂™⁹ 

 ⅜ ─ ╩⇔√≤⅝│⁸ ─ ⌐ ╢ ─ ⌐≈™≡│⁸

│⁸ ⇔⌂™⁹ 

 ⅜ ─ ╩⇔√≤⅝│⁸ ─ ⌐ ╢ ─ ⌐≈™≡│⁸

║™ │⁸ ⇔⌂™⁹ 

10 ─ ⌐ ╢ ─ ─ ⅜ ─ ⌐╟╢ │

─ ⌐╟╢ ╩ ∆╢╙─≢№╢ ⌐⅔™≡⁸ ⅜ ─ ╩

⇔√≤⅝│⁸ │ ─ ⌐╟╢ ─ ⅜№∫√╙─≤╖

⌂∆⁹↓─ ⌐⅔™≡⁸ │⁸∕─ ╩ ⌐ ∆╢╙─≤∆╢⁹ 

 

─  

 ─ ╩ ↑√ ┘ ╩ ⅝⁸ ₈ ₉≤™

℮⁹ │⁸ ─ ╩ ↑√ ─ ≢ ╘╢ ⌂ ╩ ↄ⁹ ╩⇔

╟℮≤∆╢≤⅝│⁸ ─ ╩ ↑⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 
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 ─ │⁸ ─ ⌐≈™≡ ∆╢⁹ 

 

 

⌐ ╢ ─  

 │⁸ ⌐ ⇔⁸ ─ ╩ ↑√ ─ ⌐╟╢

─ ⅜№∫√≤⅝│⁸∕─ ─╙─⁹ ⌐⅔™≡ ∂⁹ ⌐ ╢ ₈

₉≤™℮⁹ ─ ─ ⌐≈™≡ ╩ ╘╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

 

 │⁸ ⅜ ─ ╩ ↑√ ⌐ ∫≡ ─

╩ ∫≡™⌂™≤ ╘╢≤⅝│⁸ ⌐ ⇔⁸ ─ ╩ ╘≡⁸∕─ ⌐ ⌂

╩≤╢═⅝↓≤╩ ∏╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

─ ─ ⇔  

 │⁸ ⅜ ─ ⌐╟╢ ⌐ ⇔√≤⅝│⁸ ─ ╩

╡ ∆↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

 ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢  

 

─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢  

 ─ │⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ⌐ ⇔⁸

⌐≈™≡ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢ ⌐ ⇔≡™╢ ─ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⅜№∫√ ⌐⅔™≡⁸ ⌐ ╢ ⅜ │

⌐ ∆╢ ↓╣⌐ ∏╢╙─≤⇔≡ ⅜ ╘╢ ⌐ ⇔≡™╢≤ ╘╢≤⅝

│⁸∕─ ─ ╩∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ─ ╩ ↑√ │⁸ ─ ╩ ↑√ ₈ ₉≤™

℮⁹ ⁸∕─ │∕─ ⌐ ∆╢ ∕─ ─ ≢ ╘╢╙─ ⌐⅔™≡

₈ ₉≤™℮⁹ ⌐⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ⅜ ─

╩ ↑≡™╢ ─ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ╙⁸ ─ ⌐╟╢ ╩ ↄ╒⅛⁸ ⁸∕─ │∕─ ⌐ ∆╢ ⌐⁸

─ │↓╣≤ ╠╦⇔™ ╩ ⇔≡│⌂╠⌂™⁹ 

 

⌐ ╢ ─ ⇔  

 │⁸ ⅜ ─ ⌐ ⇔⌂ↄ⌂∫√≤ ╘╢≤

⅝│⁸ ─ ╩ ╡ ∆↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

⌐ ╢ ⁸  

 │⁸ ─ ─ ⌐ ⌂ ⌐⅔™≡⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸

─ ╩ ↑√ ⌐ ⇔⁸ ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢
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⌐ ⇔ ↕∑⁸ │∕─ ⌐⁸ ⁸ ─ ⇔ↄ│

─ ⌐ ∟ ╡⁸ ⁸ ─ ⁸

⁸ ⁸ ∕─ ─ ╩ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 √∞⇔ ⁸ ┘ ─ │⁸ ─ ⌐╟╢ ⌐≈™≡

∆╢⁹ 

 

 ─ ─ ⌐ ╢  

 

─ ─ ⌐ ╢  

 ⅜ ╦╣√ ─ ─ ⌐ ∆╢

⌐ ∆╢ ╩™℮⁹ ∂⁹ ⅜

∆╢ ╩™℮⁹ ∂⁹ ─ ─ ⌐╟╡ ↕╣√

⅜⌂™≤⅝│⁸ ─ ⌐╟╢ ⌐⅔™≡ ↕╣√

│ ─ ⌐╟╡ ⅛╣√ ╩™℮⁹ │⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐

╟╡⁸ ⌐ ⇔⁸ ⌐≈™≡ ╩ ℮ ⅜№╢ ─ ╩

∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⅜№∫√ ⌐⅔™≡⁸ ⌐ ╢ ⅜ ⌐ ∆

╢ ⌐ ∏╢╙─≤⇔≡ ⅜ ╘╢ ⌐ ⇔≡™⌂™≤ ╘╢≤

⅝│⁸∕─ ─ ╩∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ─ ╩ ↑√ ₈ ₉≤™℮⁹ ─ ⅜

─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ⌐⅔↑╢

─ ─ ⌐≈™≡│⁸ ₈ ┘ ─ ─ ─ ⌐╟╢ ─

₉≤№╢─│₈ ─ ₉≤⇔⁸ √∞⇔ ─ │⁸ ⇔⌂™⁹ 

 

─ ─ ─  

 ─ │⁸ ⌐≈™≡ ╩

℮╟℮ ╘⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 

─ ⌐ ╢ ┘ ┘⌐  

 │⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩ ⇔≡⁸

─ ⌐≈™≡ ⌂ ┘ ╩∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ⌐≈™≡ ⌂ ⅜ ╦╣≡™⌂™≤ ╘╢≤⅝

│⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ╩ ⇔≡⁸ ⌂ ╩∆╢↓≤

⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╢ ╩ ↑√ ─ ⅜⁸ ⌂

⅜⌂ↄ⁸∕─ ⌐ ╦⌂⅛∫√≤⅝│⁸∕─ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ─ ⌐ ⌂ ⌐⅔™≡⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸

─ ⌐ ⇔⁸ ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢ ⌐

⇔ ↕∑⁸ │∕─ ⌐⁸ ⁸ ─ ⇔ↄ│
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─ ⌐ ∟ ╡⁸ ⁸ ─ ⁸

⁸ ⁸ ∕─ ─ ╩ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

 √∞⇔ ⁸ ┘ ─ │⁸ ─ ⌐╟╢ ⌐≈™≡

∆╢⁹ 

 

 ─ ⌐ ╢  

 

─ ─ ⌐ ╢ ─ ─  

 ─ ⌐╟╡ ⌐ ─

⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔√ ─ ⌐⅔™≡⁸

⌐ ∆╢ │⁸ ─ │ ⌐≈™≡

⌐ ∆╢ ╩ ∆╢ ╩ ≢ ╘╢ ∆╢↓≤⅜≢⅝

⌂™≤⅝│⁸ ─ ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ─ ⌐№∫≡│⁸

─ ⁹ ⌐⅔™≡ ∂⁹ ─ ╩ ↑≡⁸∕─ │ ╩ ⌐ ∆╢↓

≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ─ ⌐╟╡ ─ │ ╩ ∆╢ ⌐⅔™≡│⁸ ╩⁸

─ ⌐╟╢ ─

≢ ╘╢ ╩ ╠⌂™ ╩ ╘√╙─⌐ ╢⁹ ≤⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ⌐ ∆╢ ⅜ ─ ⌐╟╢ ─

╩ ↑√ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ⌐≈™≡│⁸ ₈

₉≤№╢─│⁸₈ │ ─ ─ ⌐ ∆╢

─ ₉≤∆╢⁹ 

 

─ ─  

 ─ ⌐╟╡ ⌐ ⌐╟╢ ─

┘ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔√ ─ ⌐⅔™≡⁸ │⁸

⌐ ∆╢ ─╒⅛⁸ ⌐ ≠⅝⁸

≢ ╘╢ ─ │ ─ ≢№╢╙─⌐ ╢⁹ ─

┘ ─ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

─ ─  

 ─ ⌐╟╡ ⌐ ⌐╟╢ ─

┘ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔√ ─ ⌐⅔™≡⁸ │⁸

⌐ ∆╢ ─╒⅛⁸ ⌐╟╡⁸ ─

┘ ┘⌐ ⌐⅔™≡ ╠ │ ⌐╟╡ ∫√ ─ ≤ ≤⇔≡

⇔√ ⁸ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ∆╢ ─ ─ ⌐ ∆╢

─ ┘ ─ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ─ ⌐╟╡ ─ ⅜ ╦╣╢ ⌐│⁸ ₈
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⌐ ∆╢ ₉≤№╢─│⁸₈ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ─

⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ₉≤∆╢⁹ 

 

─ ─ ↑⌐≈™≡─  

 │⁸ ┘∕─ ─ ⌐⅔™≡⁸

≢№╢ ─ ⅜ ⌐ ╦╣╢╟℮⁸ ⌂ ─ ↑⌐≈™≡ ∆╢╙─≤

∆╢⁹ 

 

 ☿fi♃כ 

 

☿fi♃כ  

 │⁸ ─ ┘ ─ ╩ ∆╢↓≤╩ ≤∆╢

│ ∕─ ╩ ≤⇔⌂™ ≢№∫≡⁸ ⌐ ∆╢

₈ ₉≤™℮⁹ ⌐ ⇔ ⌐ →╢ ⌐ ∆╢≤ ╘╠╣╢╙─╩⁸∕─ ⌐

╟╡⁸ ☿fi♃כ ₈☿fi♃℮⁹™≥₉כ ≤⇔≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ⁸ ─ ─ ∕─ ─ ⌐≈™≡─ ─ ⌐ ∆╢ ⅜⁸

─ ⌂ ─√╘⌐ ⌂╙─≢№╢↓≤⁹ 

 ─ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ⌐ ∆╢⌐ ╡╢ ┘ ⌂ ╩ ∆

╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

 │ ─ ⅜⁸ ─ ⌂ ⌐ ╩ ╓∆⅔∕╣⅜⌂™╙─≢№╢↓≤⁹ 

 ─ ╩ ∫≡™╢ ⌐│⁸∕─ ╩ ℮↓≤⌐╟∫≡ ─ ⌂

⌐ ╩ ╓∆⅔∕╣⅜⌂™╙─≢№╢↓≤⁹ 

 ⌐ ╘╢╙──╒⅛⁸ ╩ ⅛≈ ⌐ ℮↓≤⅜≢⅝╢╙─≢№╢↓≤⁹ 

 

─  

 │⁸ ─ ⌐╟╢ ⌐₈ ₉≤™℮⁹ ╩⇔√≤⅝│⁸

☿fi♃כ─ ┘ ┘⌐ ╩ ℮ ─ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ☿fi♃⁸│כ∕─ ⇔ↄ│ │ ╩ ℮ ─ ╩ ⇔╟℮≤∆╢≤⅝

│⁸ ⇔╟℮≤∆╢ ─ ╕≢⌐⁸∕─ ╩ ⌐ ↑ ⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╢ ⅜№∫√≤⅝│⁸∕─ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 

 

 ☿fi♃⁸│כ ⌐ →╢ ╩ ℮╙─≤∆╢⁹ 

 ⅜ ℮ ≢№╢ ┘

─ ⌐ ⌂ ─ ↑╩ ∫√ ≢ ╘╢ ─ ⌐ ≠⅝⁸

↑⌐ ╢ ─ ╩∆╢↓≤⁹ 

 ─ ┘ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ⁸ ┘ ╩ ℮↓≤⁹ 

 ─ ┘ ⌐ ∆╢ ┘ ╩ ℮↓≤⁹ 

 ⌐ →╢ ⌐ ∆╢ ╩ ℮↓≤⁹ 
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─  

 ☿fi♃⁸│כ ─ ╩ ↑≡⁸ ⌐ →╢ ₈

₉≤™℮⁹ ─℮∟ ─ ─ ─ ─ │ ╩ ∕─ ─ ⌐

∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ─ ⌐ ╦╠∏⁸ ─ ⌐╟╢ ╩ ↑⁸ ╩ ℮↓≤⅜

≢⅝╢⁹ 

 

 

 ☿fi♃⁸│כ ⌐ ∆╢ ₈ ₉≤™℮⁹ ╩

╘⁸ ─ ╩ ↑⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹↓╣╩ ⇔╟℮≤∆╢≤⅝╙⁸ ≤∆╢⁹ 

 ≢ ╘╢═⅝ │⁸ ≢ ╘╢⁹ 

 │⁸ ─ ╩⇔√ ⅜ ─ ⅛≈ ⌂

≤⌂∫√≤ ╘╢≤⅝│⁸∕─ ╩ ∆═⅝↓≤╩ ∏╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

 

 ☿fi♃⁸│כ ⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ⌐ ╢

┘ ╩ ⇔⁸ ─ ⌐ ╩ ↑√ ─ ∆╢ ⌐№∫≡

│⁸∕─ ╩ ↑√ ⌂ↄ ⁸ ─ ╩ ↑⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹↓╣╩ ⇔

╟℮≤∆╢≤⅝╙⁸ ≤∆╢⁹ 

 ☿fi♃⁸│כ ⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ⌐ ╢ ┘

╩ ⇔⁸ ⌐⁸ ⌐ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 

 

 ☿fi♃⁸│כ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ⌐ →╢ ↔≤⌐ ╩ ⇔

≡ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ┘↓╣⌐ ∆╢  

 ┘ ⌐ →╢ ┘⌐↓╣╠⌐ ∆╢  

 

─ ↑  

 ☿fi♃⁸│כ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ⌐ ∆╢ ≢

≢ ╘╢╙─╩ ⇔√ ╩ ⅎ ↑⁸↓╣╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ⌐ ╘╢╙──╒⅛⁸☿fi♃⁸│כ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ⌐ ∆╢

≢ ≢ ╘╢╙─╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 

 

 │⁸ ─ ⅛≈ ⌂ ╩ ∆╢√╘ ⅜№╢≤ ╘╢≤⅝
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│⁸☿fi♃כ⌐ ⇔⁸ ⌐ ⇔ ⌂ ╩∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

 

☿fi♃כ⌐ ╢ ⁸  

 │⁸ ─ ⅛≈ ⌂ ╩ ∆╢√╘ ⅜№╢≤ ╘╢≤

⅝│⁸☿fi♃כ⌐ ⇔ ⇔ↄ│ ─ ⌐ ⇔ ⌂ ╩ ╘⁸ │∕─ ⌐⁸☿

fi♃כ─ ⌐ ∟ ╡⁸ ─ ⇔ↄ│ ⁸ ∕─ ─ ╩ ↕∑⁸ ⇔ↄ

│ ⌐ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ─ ⌐╟╡ ╩∆╢ │⁸∕─ ╩ ∆ ╩ ⇔⁸ ⌐ ⇔⌂↑

╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ─ ⌐╟╢ ─ │⁸ ─√╘⌐ ╘╠╣√╙─≤ ⇔≡│⌂╠⌂

™⁹ 

 

─ ⇔  

 │⁸☿fi♃כ⅜ ─ ─™∏╣⅛⌐ ∆╢≤⅝│⁸∕─ ╩ ╡

∆↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │ ⅛╠ ╕≢─ ─™∏╣⅛⌐ ⇔√≤⅝⁹ 

 ─ ╩ ↑√ ⌐╟╠⌂™≢ ╩ ∫√≤⅝⁹ 

 │ ─ ⌐╟╢ ⌐ ⇔√≤⅝⁹ 

 ⌐ →╢ ⌐ ⇔≡™⌂™≤ ╘╢≤⅝⁹ 

 ☿fi♃כ │∕─ ⅜⁸ ⌐ ⇔ ⇔ↄ ⌂ ╩⇔√≤⅝⁹ 

 ⌂ ⌐╟╡ ╩ ↑√≤⅝⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╡ ╩ ╡ ⇔√≤⅝│⁸∕─ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂

™⁹ 

 

  

 

 ─ ⌐╟╢ ⌐ ⇔√ │⁸ ─ ⌐ ∆╢⁹ 

 ⁸ │ ─ ⌐╟╢ ╩∑∏⁸ ⇔

ↄ│ ─ ╩⇔⁸ │↓╣╠─ ⌐╟╢ ╩ ╖⁸ →⁸ ⇔ↄ│ ⇔√ │⁸

─ ⌐ ∆╢⁹ 

 ─ ─™∏╣⅛⌐ ∆╢ │⁸ ─ ⌐ ∆╢⁹ 

 ⁸ │ ─ ⌐╟╢ ╩∑∏⁸ │ ─

⇔√  

 ─ ⌐ ⇔≡⁸ ╩ ⇔√  

 │ ─ ⌐╟╢ ╩ ╖⁸ →⁸ │ ⇔√  

 ─ ⌐ ⇔≡⁸ ╩ ⅎ ↑∏⁸ ⌐ ∑∏⁸ ⇔ↄ│ ⌐

─ ╩⇔⁸ │ ╩ ⇔⌂⅛∫√  

 ─ ⌐ ⇔√  
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 ─ ⌐╟╢ ⌐ ⇔≡ ∑∏⁸ │ ─ ╩⇔√  

 ─ │ ⇔ↄ│ ─ ⁸ ∕─ ─ ⅜⁸∕─ │

─ ⌐ ⇔⁸ ─ ╩⇔√≤⅝│⁸ ╩ ∆╢╒⅛⁸∕─ │ ⌐ ⇔≡╙

─ ╩ ∆╢⁹ 

 

 

 

 

─ ─ ⌐ ╢ ╩ ∆╢  

 

─ ─  

 ⌐ →╢ ≢№∫≡⁸∕─ ⌐ ∆╢ ╩ ⌐ ⅛╘╢

⅜№╢ ⌂╙─≤⇔≡ ≢ ╘╢╙─ ≢№∫≡

⌐ ╢ ⌐ ╘╢ ⅜ ≢№╢╙─╩

ↄ⁹ ↓─ ⌐⅔™≡₈ ₉≤™℮⁹ ─ │⁸

⌐≈™≡⁸ ≢ ╘╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ╩ ™⁸∕─ ╩

╕≢⌐ ⌐ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ⅛≈ ─ ⅜ ∆╢

 

 ⁸ ⱱכⱶ∕─ ─ ─ ⌐ ╩ ∆╢ ⅜ ≤⇔≡ ∆╢

 

 ⌐ →╢ ≢№╢  

 ⅛╠ ╕≢─ │ ≢№╢

≢№╢╙─⌐≈™≡⁸ ┘ ─ │ ⌐≈™≡│⁸

⇔⌂™⁹ 

 ⁸ ┘ ⅛╠ ╕≢─ │⁸ ⌐≈™≡

∆╢⁹↓─ ⌐⅔™≡⁸ ₈ ₉≤№╡⁸ ┘⌐ ┘

₈ ₉≤№╢─│₈ ₉≤⁸ ₈ ₉≤№╢─│₈

⌐⅔™≡ ∆╢ ₉≤⁸ ₈ ₉≤№╢─│₈

⌐⅔™≡ ∆╢ ₉≤ ╖ ⅎ╢╙─≤∆╢⁹ 

 ⌐⅔™≡ ∆╢ ─ ⌐╟╢ ⌐ ⇔√ │⁸ ─ ⌐ ∆

╢⁹ 

 ⌐⅔™≡ ∆╢ ─ ⌐╟╢ ╩∑∏⁸ ⇔ↄ│ ─ ╩⇔⁸

│ ─ ⌐╟╢ ╩ ╖⁸ →⁸ ⇔ↄ│ ⇔√ │⁸ ─ ⌐ ∆╢⁹ 

 ─ │ ⇔ↄ│ ─ ⁸ ∕─ ─ ⅜⁸∕─ │ ─ ⌐

⇔⁸ ─ ╩⇔√≤⅝│⁸ ╩ ∆╢╒⅛⁸∕─ │ ⌐ ⇔≡╙

─ ╩ ∆╢⁹ 
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２）建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令 

 

 

 

│⁸ ─ ─ ⌐ ∆╢ ⁸

⅛╠ ╕≢ ┘ ─ ⌐ ≠⅝⁸↓─ ╩ ∆╢⁹ 

 

⅜ ≤⌂╢  

 ─ ─ ⌐ ∆╢ ₈ ₉≤™℮⁹ √∞⇔ ─

≢ ╘╢ ─℮∟ ─ ─ ⌐

╟╡ ╩ ↄ ─ ─╙─│⁸ ⌐ →╢ ∕─

⁸ ⁸ ⁸ │ ─ ⌐ ⇔≡⁸ ┘⌐↓╣⌐ ≠ↄ ┘ ─ ⌐╟

╡ ─ ╩ ≤∆╢╙─╩ ↄ⁹ ─ ≤∆╢⁹ 

 √∞⇔ ─ ≢ ╘╢ ─℮∟ ─ ─ ⌐

╟╡ ╩ ↄ ─ ─╙─│⁸ ⌐ →╢ ⌐ →╢ ⌐№∫≡

│⁸ ─ ─ ─ ⌐╟╡

⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ╩ ⅜ ∆╢↓≤≤↕╣√ ⌐⅔↑╢ ╩

ↄ⁹ ≤∆╢⁹ 

 ═ ⌐

∆╢ ═ ╩™℮⁹ ⅜ ⱷכ♩ꜟ╩ ⅎ╢  

 ∕─ ⁸ ⁸ ⁸ │ ─ ⌐ ⇔≡⁸

┘ ⌐⅔™≡ ∆╢ ╩ ╗⁹ ⅜ ⅛╣≡™╢

⌐№∫≡│⁸ ⁸≤ ┘ ⌐ ╢ ⌐ ╢⁹ ┘⌐

─ ┘⌐↓╣⌐ ≠ↄ ┘ ─ ⌐╟╡ ─ ╩ ≤∆╢  

 

⌐ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ⌂  

 ─ ≢ ╘╢ ⌂ │⁸ ⌐ →╢ ≢№╢

≤∆╢⁹ 

  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐

∆╢  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐

∆╢  

 ●☻ ⌐ ∆╢●☻ ─ ⌐ ∆╢
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 ●☻─ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢

⌐ ∆╢ ●☻ ─ ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢ │ ⌐

∆╢ ─ ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢ │

⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆

╢  

  

  

 ─ ┘ ⌐ ∆╢ ⁹ ⌐⅔™≡₈

₉≤™℮⁹ ⌐ ∆╢↔╖  

 ⅛╠ ─ ╕≢⌐ →╢ ─

∕─ ─ ⌐ ∆╢╙─≢⁸ ⌐⅔™≡ ∂√ ─╖─ ╩ ℮╙─╩

ↄ⁹  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢

 

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢  

 ▬⌐ ∆╢

─ ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢

─ ⌐ ∆╢  

ꜟ♫Ⱶכ♃  ⌐ ∆╢ כ♃

Ⱶ♫ꜟ ─ ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢

 

 ⌐ ∆╢

─ ⌐ ∆╢  

 ⌐ ∆╢

⌐⅔™≡ ⌐ ⌂ ≤⇔≡ ╘╠╣√╙─∕─ ↓╣⌐ ∏╢╙─≤⇔≡

≢ ╘╢╙─ 

 

─  

 ─ ≢ ╘╢∕─ ⌐ ∆╢ ⅜ ╠⅛≢⌂™ │⁸

⌐ ─ ⌐ ⇔√╙─≤∆╢⁹√∞⇔⁸ ⌐

⁸ ⁸ ─ │ ─ ─ ⌐ →╢╙─╩ ↄ⁹ ⌐ ⇔⁸

⁸ ─ │ ─ ⌐╟╢ ─ ↓
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─ ⌐⅔™≡ ⌐₈ ─ ₉≤™℮⁹ ╩ ↑√╙─ ─

⌐ ╘╢ ─ ↓─ ⌐⅔™≡₈ ₉≤™℮⁹ ⅜ №╢

⌐№∫≡│⁸ ─ ─ ⌐≈™≡ ⌐↓╣╠─ ⌐ ⇔⁸

─ ╩ ↑√╙─⌐ ╢⁹ ╩ ↄ⁹ 

 ─ ─ ⌐╟╢ ╩ ↑√ ⌐ ╢ ─ ─℮

∟ ─ ─ ⁸ ⁸ ─ │ ─ ─  

 ─ ⌐ →╢ ─ │ ─ ≢№∫≡⁸

│ ─ ─ ⅜ ▬⌐ ∆╢╙─ 

 ─ ⌐ ∆╢ ─ ─ │ ─

─  

 

─  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸∕─™∏╣⅛─ ─ ↕⅜⁸ ⅛

╠ ─ ╕≢─ ⌐⁸ ─ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣

⌐ ╘╢ ↓╣⌐╟╢↓≤⅜ ≢№╢ ≤⇔≡ ≢ ╘╢ ⌐⅔™

≡│⁸ ⅜ ⱷכ♩ꜟ ─≤⅝│ ⱷכ♩ꜟ╩ ⅎ╢ ⌐⅔™≡⁸ ⅜ ⱷ

╩ꜟ♩כ ⅎ╢≤⅝│ ⱷכ♩ꜟ ─ ⌐⅔™≡⁸ ≢ ╘╢ ╩ ⅎ√╙─

╩ ⅎ╢ ≤∆╢⁹ 

 ⱷכ♩ꜟ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ⱷכ♩ꜟ╩ ⅎ╢ ─ ─ ─ ⌐ ∆╢  

 

⌐ ╢ ┘  

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ⌐

⇔⁸ ⌐≈⅝⁸ ─ ┘ ┘⌐

─ ⌐ ╢ ─℮∟ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢╙─ ┘⌐

─ ┘ ─ ─ ⌐╟╢ ─ ≤⌂╢ ╩ ↄ⁹ ⌐ ⇔

↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸∕─ ⌐⁸ ⁸

─ │ ─ ⌐ ∟ ╡⁸

┘⌐ ─ ⁸ ⁸ ┘

∕─ ─ ╩ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

─ ⅜ ∆╢ ─  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸ ⌐ →╢╙─≤∆╢⁹ 

 Ⱳכꜞfi◓ ♩כ◔☻⁸ ⁸ ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢  

  

 │  

  

 │ⱴכ◔♇♩∕─ ─ ╩ ╗  
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 ⱱ♥ꜟ │  

 ⌐ ╢⁹ ⁸ │  

 ⁸ ⁸ ⱱכⱶ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢╙─ 

 ☿fi♃⁸כ ⁸ ☿fi♃כ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢╙─ 

 ⁸ │  

  

  

 ⁸◐ꜗⱣ꜠⁸כ ⁸♫▬♩◒ꜝⱩ⁸♄fi☻ⱱכꜟ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢╙─ 

 ⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ↓╣╠⌐ ☻ⱦכ◘╢∆ ╩ ╗  

  

 ─ │ ⇔ↄ│ ─ ╩ ∆╢ ≢ ─ │ ™─

⌐ ∆╢╙─ 

 ∕─ ─ │ ─ │ ─√╘─  

 ⁸ ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢ ⌂  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸ ─ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣

⌐ ╘╢ ┘ ─ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∆╢ ─ ─

╩™℮⁹ ↓─ ⌐⅔™≡ ∂⁹ ≤∆╢⁹ 

 ⁸ ↓≥╙ │ ┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ⁸ ⁸ ─ ⇔ↄ│ ₈ ₉≤™

℮⁹ ⁸ ⱱכⱶ │ ⇔ↄ│ ⌐ →╢ ╩ ↄ⁹

┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ⁸ ┘ ↓≥╙ ╩ ↄ⁹ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ⁸ ⁸ │ ⅛╠ ╕≢ ⇔ↄ│ ⅛╠ ╕≢⌐

→╢ ┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ─℮∟ ─ ⌐ →╢ ─ ╩ ⌡╢ ⌐⅔↑╢ ─

≢ ╘╢ │⁸ ─ ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣

⌐ ╘╢ ┘ ─ ⌐ ∆╢╙─≤⇔≡ ≢ ╘╢ ┘ ─

≤∆╢⁹ 

 

─ ─ ⌐ ∆╢ ─  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸ ⌐ →╢╙─≤∆╢⁹ 

 ⌐ ∆╢ ╩ ↄ⁹  

 ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢

│ ⌐ ∆╢  

 ⱴ♇♅ 

 ─●☻ ┘ ⌐ →╢╙─╩ ↄ⁹  

 ●☻ 

 ●☻ 
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 ┘ ⌐ ∆╢ │

⌐ ∆╢ │ ─╙─⌐ ╢⁹  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸ ─ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣

⌐ ╘╢ ┘ ⌐ →╢ ⌐№∫≡│⁸ ⅜ ≢ ⅜ ─

⌐⅔↑╢ ≤∆╢⁹ ≤∆╢⁹ 

 ⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣⌐ ╘╢  

▬ ♩fi 

꜡ ♩fi 

Ɫ ⇔ↄ│ │  

♬  

ⱱ ⇔ↄ│ ⁸ ⇔ↄ│ │  

Ⱬ │ ◐꜡ⱷכ♩ꜟ 

♩ ⇔ↄ│ │ ♩fi 

♅ ∕─ ─ │ ╩ ⇔√ ─ ≤⌂╢ │ ─ ⌐

∂⁸∕╣∙╣▬ │꜡⌐ ╘╢  

 ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ─ ─ ⌐ →╢

⁸ ─ ⌐ →╢ ┘ ─ ⌐ →╢ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣ ─ ─ ⌐

╘╢ ─ ─  

 ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ♩fi 

 ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ⱷכ♩ꜟ 

 ⱴ♇♅ ⱴ♇♅♩fi 

 ─●☻ ┘ ⌐ →╢╙─╩ ↄ⁹ ⱷכ♩ꜟ 

 ●☻ ⱷכ♩ꜟ 

 ●☻ ♩fi 

 ┘ ⌐ ∆╢ │ ─╙─⌐ ╢⁹ ♩fi 

 ┘ ⌐ ∆╢ │ ─╙─⌐ ╢⁹ ♩fi 

 ⌐ →╢ ─ ╩ ⇔⁸ │ ⇔╟℮≤∆╢ ⌐⅔™≡│⁸

⌐ ╘╢ │⁸ ⇔⁸ │ ⇔╟℮≤∆╢ ⌐ →╢ ─ ─ ╩∕╣∙

╣ ⌐ ╘╢ ─ ≢ ⇔⁸∕╣╠─ ╩ ⅎ√ ⅜ ≢№╢ ─ ≤∆╢⁹ 

 

⌐╟╢ ─ ≤⌂╢ ─  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸ ⌐ →╢ ≢№╢

≤∆╢⁹ 

 ─ ⌐ ↕╣╢╙─⌐ ╢⁹ ⁸Ⱳכꜞfi◓ ♩כ◔☻⁸ ⁸ ∕─

↓╣╠⌐ ∆╢  

 │  

 ⁸ ⁸ │  

 │  
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 ⁸ⱴכ◔♇♩∕─ ─ ╩ ╗  

 ⱱ♥ꜟ │  

 ☿fi♃⁸כ ⁸ ☿fi♃כ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢╙─ 

 ⁸ │  

  

  

 ⁸◐ꜗⱣ꜠⁸כ ⁸♫▬♩◒ꜝⱩ⁸♄fi☻ⱱכꜟ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢╙─ 

 ⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ↓╣╠⌐ ☻ⱦכ◘╢∆ ╩ ╗  

 ─ │ ⇔ↄ│ ─ ╩ ∆╢ ≢ ─ │ ™─

⌐ ∆╢╙─ 

 ∕─ ─ │ ─ │ ─√╘─ ≢⁸ ─ ⌐ ↕

╣╢╙─ 

 ⁸ ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢ ⌂  

 ⁸ │ ↓≥╙  

 ⱱכⱶ⁸ ⁸ ⁸ ⱱכⱶ∕─ ↓╣╠⌐ ∆╢╙─ 

 ⌐ →╢  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸ ─ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣

⌐ ╘╢ ─ ⌐ →╢ ─ ⌐ ∆╢ ─ ─ ╩™℮⁹

↓─ ⌐⅔™≡ ∂⁹ ≤∆╢⁹ 

 ⅛╠ ╕≢ │ ⌐ →╢ ╩ ↄ⁹ ─

ⱷכ♩ꜟ 

 ⁸ ↓≥╙ │ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ⌐ →╢ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ⅛╠ ╕≢─℮∟ ─ ⌐ →╢ ─ ╩ ⌡╢ ⌐⅔↑╢

─ ≢ ╘╢ │⁸ ─ ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ⅛╠ ╕≢⌐ →╢

─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣ ⅛╠ ╕≢⌐ ╘╢ ─ ⌐ ∆╢╙─≤

⇔≡ ≢ ╘╢ ─ ≤∆╢⁹ 

 

⌐ ╢ ┘  

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ≢

⌐ ∆╢ ─╙─ ┘ ⌐ →╢

─ ⌐ ⇔⁸↓╣╠─ ⌐≈⅝⁸

─ ┘ ┘⌐ ─ ⌐ ╢ ─℮∟ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢╙─ ┘⌐

─ ┘ ─ ⌐ ⇔ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸∕─ ⌐⁸ ─

≢ ⌐ ∆╢ ─╙─ ┘ ⌐ →╢

⁸↓╣╠─ ─ │↓╣╠─

─ ⌐ ∟ ╡⁸ ┘⌐ ─
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⁸ ⁸ ┘ ∕─ ─ ╩ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

⌐ ╢ ┘  

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ╩ ↑√ ⌐

⇔⁸ ⌐ ╢ ⌐≈⅝⁸ ─ ┘ ┘⌐

─ ⌐ ╢ ─℮∟ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢╙─ ┘⌐ ─

─ ⌐ ⇔ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸∕─ ⌐⁸ ⁸

─ │ ─ ⌐ ∟ ╡⁸ ┘⌐

─ ⁸ ⁸ ┘ ∕─ ─ ╩ ↕∑╢

↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

⌐ ╢ ┘  

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ⌐

⇔⁸ ⌐≈⅝⁸ ─ ┘ ┘⌐ ─

⌐ ╢ ─℮∟ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢╙─ ┘⌐ ─

┘ ─ ⌐ ⇔ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 │⁸ ─ ⌐╟╡⁸∕─ ⌐⁸ ⁸

─ │ ─ ⌐ ∟ ╡⁸

┘⌐ ─ ⁸ ⁸ ┘ ∕─ ─ ╩

↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

─ ─ ─ ≤⌂╢  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸

─ │ ⌐ ╢⁹ │ ─ ≢№╢

≤∆╢⁹ 

 

 

 

⌐ ∆╢ ╩ ⌐ ⅛╘╢ ⅜№╢ ⌂ ─  

 ─ ≢ ╘╢ │⁸ ─ ⌐ →╢ ─™∏

╣⌐╙ ∆╢╙─≤∆╢⁹ 

 ⌐ →╢ ≢№╢↓≤⁹√∞⇔⁸ ⌐ →╢ ⌐

╟╢ ─ ⌐╟╡ ─ ⌐ ╩ ╓∆⅔∕╣⅜ ⅝™╙─≤⇔≡

⅜ ╘╢ ╩ ⇔⁸ │ ⇔╟℮≤∆╢╙─⌐ ╢⁹ ⌐№∫≡│⁸∕─

│↓╣⌐ ╦╢ ─ ⅛╠ ╕≢─ ⅜⁸ ─ ⌐ ∂⁸

⅜ ╘╢ ─╙─⌐ ╢⁹ 

 ─▬⅛╠Ⱬ╕≢⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣ ▬⅛╠Ⱬ╕≢⌐ ╘╢ ┘

─ ▬⅛╠Ⱬ╕≢⌐ →╢ ─ ⌐ ∆╢ ─ ─ ╩™℮⁹
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↓─ ⌐⅔™≡ ∂⁹ ─╙─≢№╢↓≤⁹ 

▬ ⅛╠ ╕≢ │ ⅛╠ ╕≢⌐ →╢

─ ⌐ ↕╣╢╙─⌐ ╢⁹꜡⌐⅔™≡ ∂⁹ ╩ ↄ⁹ ┘ ─

ⱷכ♩ꜟ 

꜡ ┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

Ɫ │ ⌐ →╢ ╩ ↄ⁹ ┘ ─

ⱷכ♩ꜟ 

♬ ⁸ ↓≥╙ │ ┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

ⱱ ┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

Ⱬ ⌐ →╢ ┘ ─ ⱷכ♩ꜟ 

 ⌐ ∆╢ ≢№╢↓≤⁹ 

 ▬⅛╠ⱱ╕≢─℮∟ ⌐ →╢ ─ ╩ ⌡╢ ⌐⅔↑╢

─ ≢ ╘╢ │⁸ ─ ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ┘

⌐ →╢ ─╒⅛⁸ ▬⅛╠ⱱ╕≢⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙╣ ▬⅛╠

ⱱ╕≢⌐ ╘╢ ┘ ─ ─╙─≢№╢↓≤⌐ ∆╢╙─≤⇔≡ ≢

╘╢ ⌐ ∆╢╙─≤∆╢⁹ 

 

⌐ ╢ ┘  

 ─ │⁸ ⌐≈™≡ ∆╢⁹↓─ ⌐⅔™≡⁸

₈ ₉≤№╢─│₈ ⌐⅔™≡ ∆╢ ₉

≤⁸ ₈ ₉≤№╢─│₈ ₉≤ ╖ ⅎ╢╙─≤∆╢⁹ 
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３）建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針 

 

 

 

7 1 ─ ה ≢│⁸ ⌐╟╡6,434 ─ ™ ⅜ ╦╣√⁹↓─℮∟

⌐╟╢ ⌂ │5,502 ≢№╡⁸↕╠⌐↓─ 9 ─4,831 ⅜ ה ─ ⌐

╟╢╙─≢№∫√⁹↓─ ╩ ╕ⅎ≡⁸ ─ ─ ⌐ ∆╢ ₈ ₉≤

™℮⁹ ⅜ ↕╣√⁹ 

⇔⅛⇔ ⁸ 16 10 ─ ⁸ 17 3 ─ ⁸ 20 6

─ ה ⌂≥ ⅜ ⇔≡⅔╡⁸ ⌐ 23 3 ⌐ ⇔√

│⁸↓╣╕≢─ ╩│╢⅛⌐ ⅎ╢ ⌂ ה ⌐╟╡⁸ ─ ≢ ─ ⅜

╦╣╢⌂≥⁸ ⌂ ╩╙√╠⇔√⁹╕√⁸ ⌐⅔™≡│⁸ ⌐╟╢ ─

─ ⅜ ≢№∫√⅜⁸ ⌐⅔™≡╙ ⌐ ⅝⌂ ⅜ ⇔√⁹↓─

╟℮⌐⁸ ⅜ ⌐⅔™≡⁸ │™≈≥↓≢ ⇔≡╙⅔⅛⇔ↄ⌂™ ⌐№╢≤─ ⅜

⅜∫≡™╢⁹ 

↕╠⌐⁸ ♩ꜝⱨ ⁸ ה ┘ ⌐≈™≡│⁸

─ ⅜ ↕╣⁸└≤√┘ ⅜ ∆╢≤ │ ⌂╙─≤ ↕╣≡⅔╡⁸

⌐⁸ ♩ꜝⱨ ⌐≈™≡│⁸ ╩ ╢ ⅜ ↕╣≡™╢⁹ 

─ ⌐≈™≡│⁸ ─ 17 9

⌐⅔™≡⁸ ⌐ ╡ ╗═⅝₈ ─ ⌂ ₉≤↕╣╢≤≤╙⌐⁸

♩ꜝⱨ 26 3 ⌐⅔™≡⁸10 ⌐

╩ ⌡8 ⁸ ─ ╩ ⌡5 ⁸ ⅛╠ ↕∑╢≤™℮ ─ ─√╘⁸

⌐ ╡ ╗═⅝╙─≤⇔≡ ≠↑╠╣≡™╢≤↓╤≢№╢⁹╕√⁸

27 3 ⌐⅔™≡│⁸10 ⌐ ┘ ─ ╩

⅛╠ ↕∑╢≤™℮ ─ ─√╘⁸№╠╝╢ ─ ≤⇔≡ ⌐ ∆═⅝

╙─≤⇔≡ ≠↑╠╣≡™╢≤↓╤≢№╢⁹ ⌐ ─ ™ ⌐≈™≡│ ╕≢─

⅜ ╠╣≡™╢↓≤⅛╠⁸ ⅛≈ ⌐ ─ ╩ ∆╢↓≤⅜ ╘╠╣≡

™╢⁹ 

↓─ │⁸↓─╟℮⌂ ─ ⌐⁸ ─ ┘ ─ ╩ ╢√╘⁸

⌂ ╩ ╘╢╙─≢№╢⁹ 

 

 ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ⌂  

 ⁸ ⁸ ─  

ה ─ ─ ─√╘⌐│⁸╕∏⁸ ה ─ ⅜⁸

╩ ╠─ ⁸ ─ ≤⇔≡ ⇔≡ ╡ ╗↓≤⅜ ≢№╢⁹ ┘

│⁸↓℮⇔√ ─ ╩≢⅝╢ ╡ ∆╢≤™℮ ⅛╠⁸ ⌐≤∫≡
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┘ ╩ ™╛∆™ ─ ╛ ─√╘─ ─ ⌂≥ ⌂ ╩

∂⁸ ─ ─ ≤⌂∫≡™╢ ╩ ⇔≡™ↄ═⅝≢№╢⁹ 

 

 

 ─ ─  

⌐≈™≡│⁸ ⌐│ │ ≤⇔≡ ↕╣⁸ ≢│ ⌐╟╢

─ ⅜⁸ ┘ ─ ≢│ ╛ ⅜ ╦╣╢⌂

≥⁸ ↄ─ ⅜ ─ ≤⇔≡ ↕╣╢⁹↓─√╘⁸ ─ ─

∞↑≢⌂ↄ⁸ ─ ≤⇔≡─ ─ ⅛╠╙ ─ ⅜

╘╠╣╢≤─ ─╙≤⁸ ⌐ ─ ─ ⌐ ╡ ╗═⅝≢№╢⁹

⌐│⁸ ┘ │⁸ ─ ╩ ╛⅛⌐ ™⁸ ⌐ ╢ꜞ☻♩╩

┘ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ┘ ⱪ꜡◓ꜝⱶ─ ╩ ™⁸ ⅛≈ ⌂

─ ⌐ ⌐ ╡ ╗═⅝≢№╢⁹ 

╕√⁸ ⌐≈™≡⁸ 22 3 ─ ⌐ ≠ↄ ╩ ⌐ ∆═⅝≢№

╢⁹ 

 ⌐ ≠ↄ ─  

│⁸ ⌐ ≠ↄ ╩ ─▬⅛╠Ɫ╕≢⌐ →╢ ─ ⌐ ∂⁸∕╣∙

╣ ▬⅛╠Ɫ╕≢⌐ ╘╢ ╩ ⌐ ∆═⅝≢№╢⁹ 

▬ ↑  

7 ⌐ ∆╢ ┘ 3 1 ⌐ ∆╢

₈ ↑ ₉≤™℮⁹ ⌐≈™≡│⁸

│⁸∕─ ⌐ ⇔≡⁸ ∆╢ ⅜ ─ ┘ ─ ─

─ ≤⌂∫≡™╢ ─ ⌂ ╩ ™⁸∕─ ⌂ ╩ ╢═⅝≢№╢⁹╕

√⁸ ╕≢⌐ ─ ╩ ⇔⌂™ ⌐ ⇔≡│⁸ ─ ╩ ℮↓≤⌐

╟╡⁸ ─ ╩∆╢╟℮⌐ ⇔⁸∕╣≢╙⌂⅔ ⇔⌂™ ⌐№∫≡│⁸

8 1 3 3 ⌐⅔™≡ ∆╢ ╩ ╗⁹ ─ ⌐ ≠⅝⁸

⌐ ⇔⁸ ─ ╩ ╘≡⁸ ─ ─ ╩ ℮═⅝↓≤╩ ∏╢≤≤╙⌐⁸

∕─ ╩ ⁸ⱱכⱶⱭכ☺ ≢ ∆═⅝≢№╢⁹ 

9 3 3 ⌐⅔™≡ ∆╢ ╩ ╗⁹ ─ ⌐ ≠ↄ ─ ─

⌐≈™≡│⁸ ─ ─ ⌐ ∆╢ 7 28 ⁹

₈ ₉≤™℮⁹ 22 3 ⌐⅔™≡ ∆╢ ╩ ╗⁹ ─ ⌐╟

╡⁸ │⁸ ─ ╩≤╡╕≤╘√ ≢ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⅜⁸

⌐ ⌐╟╡ ⅜ ↕╣√ ⌐≈™≡│⁸ ⌐∕─ ╩ ∆

╢⌂≥⁸ ⌐ ⌐ ╡ ╪∞ ⅜ ⌐⌂╢↓≤─⌂™╟℮⁸

─ ⌐╙ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ╩ ℮═⅝≢№╢⁹ 

╕√⁸ │⁸ ↕╣√ ─ ╩ ╕ⅎ⁸ ↑

─ ⌐ ⇔≡⁸ 12 1 ─ ⌐ ≠ↄ ┘ ╩ ∆╢╟℮ ╘╢≤

≤╙⌐⁸ ⌐ ╦⌂™ ⌐ ⇔≡│ 2 ─ ⌐ ≠⅝ ⌂ ╩ ™⁸ ⌂

⅜⌂ↄ⁸∕─ ⌐ ╦⌂⅛∫√≤⅝│⁸∕─ ╩ ⁸ⱱכⱶⱭכ☺ ╩ ∂≡ ∆
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═⅝≢№╢⁹ 

↕╠⌐⁸ ה ⁸ ╩ ∫√⌐╙⅛⅛╦╠∏⁸ ↑

─ ⅜ ⌂ ╩≤╠⌂⅛∫√ ⌐│⁸ │⁸ ⌂ ─

⌐ ∆╢ ⌐≈™≡ ⇔ↄ ≢№╢≤ ╘╠╣╢ ─ ─

┘ ─ ⌐≈™≡ ─ ≤⌂╢═⅝ ₈ ₉≤

™℮⁹ 1 1 │ 2 ─ ⌐╟╡ ⌂ ─ ⌐ ∆╢ ╩

⇔√ ⁸ ─ ┘ ⌐ ⇔≡ ⇔⁸ │ ∆╢ ⅜ ™≤ ↕╣√

╩™℮⁹ ∂⁹ ⌐≈™≡│ ╛⅛⌐ 25 201 10

3 ─ ⌐ ≠ↄ ╩⁸ ⁸ ∕─ ─ ⅜ ╖⁸∕─╕╕ ∆╣┌ ⇔ↄ

≤⌂╢⅔∕╣⅜№╢≤ ╘╠╣╢ ⌐≈™≡│⁸ 1 ─ ⌐ ≠ↄ ╛

2 ─ ⌐ ≠ↄ ╩ ℮═⅝≢№╢⁹ 

꜡  

15 2 ⌐ ∆╢ ₈ ₉≤™℮⁹

⌐≈™≡│⁸ │⁸∕─ ⌐ ⇔≡⁸ ∆╢ ⅜ ≢№╢

─ ╩ ╢≤≤╙⌐⁸ 1 ─ ⌐ ≠ↄ ┘ ╩ ∆╢╟℮ ╘⁸

⌐ ╦⌂™ ⌐ ⇔≡│ 2 ─ ⌐ ≠⅝ ⌂ ╩ ™⁸ ⌂ ⅜⌂ↄ⁸∕

─ ⌐ ╦⌂⅛∫√≤⅝│⁸∕─ ╩ ⁸ⱱכⱶⱭכ☺ ╩ ∂≡ ∆═⅝≢№╢⁹ 

╕√⁸ ה ⁸ ╩ ∫√⌐╙⅛⅛╦╠∏⁸ ─ ⅜

⌂ ╩≤╠⌂⅛∫√ ⌐│⁸ │⁸ ⌂ ─ ⌐ ∆╢

⌐≈™≡ ⇔ↄ ≢№╢≤ ╘╠╣╢ ⌐≈™≡│ ╛⅛⌐ 10

3 ─ ⌐ ≠ↄ ╩⁸ ⁸ ∕─ ─ ⅜ ╖⁸∕─╕╕ ∆╣┌ ⇔ↄ

≤⌂╢⅔∕╣⅜№╢≤ ╘╠╣╢ ⌐≈™≡│⁸ 1 ─ ⌐ ≠ↄ

╛ 2 ─ ⌐ ≠ↄ ╩ ℮═⅝≢№╢⁹ 

Ɫ ה  

14 ⌐ ∆╢ ╩ ↄ⁹ ⌐≈™≡│⁸

│⁸∕─ ⌐ ⇔≡⁸ 15 1 ─ ⌐ ≠ↄ ┘ ╩ ∆╢

╟℮ ╘╢═⅝≢№╢⁹╕√⁸ 16 1 ⌐ ∆╢ ⌐≈™≡╙⁸

│⁸∕─ ⌐ ⇔≡⁸ 2 ─ ⌐ ≠ↄ ┘ ╩ ∆╢╟℮

╘╢═⅝≢№╢⁹ 

 ─ ⌐╟╢ ─  

│⁸ 17 3 ─ ─ ⁸ 22 2 ─ ⁸ 25 2 ─ ⌐

≈™≡⁸ ⅛≈ ╛⅛⌂ ⅜ ╦╣╢╟℮ ╘╢═⅝≢№╢⁹ 

│⁸↓╣╠─ ⌐≈™≡⁸ ⌐╟╢ ⅛≈ ╛⅛⌂ ⅜ ╦╣╢╟℮⁸

⌂ ⁸ ╩ ℮↓≤≤∆╢⁹ 

 ─ ─  

┘ ⌐ ∆╢ │⁸ ─ ╛ ─ ⌐╟╡ ₁≢№╢⅜⁸

─ ╩ ∆╢↓≤⅛╠⁸ ─ ─ ╩ ╢↓≤⅜ ≤⌂∫≡™╢⁹↓─

√╘⁸ │⁸ ⌐ ∆╢ ┘ ⌐ ╢ ─ ╛

─ ⌐ ╘⁸ ╛ ה ™─ ─ ╩
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∆╢⌂≥⁸ ⌂ ╩ ℮↓≤⅜ ╕⇔™⁹ ⌐⁸ ↑ ⌐≈™

≡│ ⌂ ─ ┘ ─ ⅜ ╘╠╣╢↓≤⅛╠⁸ ⌐ ⌂

⅜ ∂╠╣╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ │⁸ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ⁸ ה ⁸ ─

─ ⌐ ╢ ╩ ℮↓≤≤∆╢⁹ 

╕√⁸ 32 ─ ⌐ ≠⅝ ↕╣√ ☿fi♃כ ₈☿fi♃₉כ≤™

℮⁹ ⅜ ⁸ ╩ ℮↓≤≤⇔≡™╢⅜⁸ │⁸☿fi♃כ╩ ⇔√

⌐⅔™≡│⁸☿fi♃כ─ ⅜ ⌐ ↕╣╢╟℮⁸☿fi♃כ⌐ ⇔≡ ⌂ ╩

℮≤≤╙⌐⁸ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ╩ ℮↓≤≤∆╢⁹ 

↕╠⌐⁸ ⅜ ╩ ℮ ⌐ ─ ⅜ ≤⌂╢ ⌐≈™≡│⁸

⅜⁸ ─ ─ ⌐ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

 ─ ┘ ─  

⁸ ⌂ꜞⱨ◊כⱶ ⌐╟╢ ⅜ ≤⌂∫≡⅔╡⁸ ה ─

⅜ ⇔≡ ┘ ╩ ≢⅝╢ ⅜ ⌂ ≤⌂∫≡™╢⁹

⌐⁸₈≥─ ⌐ ╘┌╟™⅛₉⁸₈ │ ⅛₉⁸₈ │ ⅛₉⁸₈

─ │№╢─⅛₉ ─ ⌐ ∆╢ ⅜№╢⁹↓─√╘⁸ │⁸☿fi♃כ ≤ ⇔⁸

┘ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ┘ ─ ⅜

⌂ ┘ ─ ╛⁸ ─ ╛ ה ─ ─

≤⌂╢ ╩ ⇔⁸ⱱכⱶⱭכ☺ ≢ ╩ ™⁸ ∑≡⁸ ⌐ ⇔⁸

⌂ ⁸ ╩ ℮↓≤≤∆╢⁹╕√⁸ ≡─ │⁸ ┘ ⌐ ∆

╢ ╩ ∆╢╟℮ ╘╢═⅝≢№╢≤≤╙⌐⁸ │⁸☿fi♃כ ≤

⇔⁸ ⌂ ⁸ ⁸ ⌂ ⁸ ה ⁸

⌐≈™≡⁸ ─ ╩ ╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

ה  ─ ┘  

⌂ ┘ ⅜ ╦╣╢√╘⌐│⁸ ה ⅜ ┘

⌐≈™≡ ⌂ ⁸ ─ ⌂╢ ⌐ ╘⁸ ─ ╩ ╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ ┘

│⁸☿fi♃כ ─ ╩ ≡⁸ ╛ ─ ⁸ ─ ה

─ ⌐ ╘╢╙─≤∆╢⁹ ⌐⁸ ↑ ─ ⅜ ⌐ ╦╣

╢╟℮⁸ │⁸ 5 ⌐ ∆╢ ╩™℮⁹ ∂⁹ ─

⌂ ⌐╟╢ ⁸ ⌐╟╢ ─ ─ ─√╘─ ─ ╩

╢╙─≤∆╢⁹ 

╕√⁸ ⌂ ─ ╛◖☻♩♄►fi ⅜ ↕╣╢╟℮⁸ ┘

│⁸ ≤ ╩ ╡⁸ ┘ ⌐ ∆╢ ┘ ╩ ∆╢↓≤≤∆

╢⁹ 

 ⌐⅔↑╢ ─  

│⁸ ⌐ ↨⇔√ ה ─ ⁸ ╩ ≤⇔√

┼─ ─ ⁸ ≤─ ╛ ⌐⅔↑╢ ⌐ ∆╢ ⁸ ↔≤⌐

⅛╠⌂╢ ─ ╩ ℮↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ │⁸ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ⁸

╩ ℮↓≤≤∆╢⁹ 

 ∕─ ─ ─  



 

80 

 

┘ │⁸ ≤ ∑≡⁸Ⱪ꜡♇◒ ─ ⁸ ●ꜝ☻⁸

⁸ ─ ─ ⌐≈™≡─ ╛⁸ ─◄꜠ⱬכ♃כ ─

∂ ╘ ─כ♃כ꜠◌☻◄⁸ ⁸ ─ ⁸ ─ ─

─ ⌐ ╘╢═⅝≢№╡⁸↓╣╠─ ⌐ ╢ ─ ⌐ ⇔⌂

™ ≢ 3 2 ─ ╩ ↑≡™╢╙─⌐≈™≡│⁸ ─ ╩ ╢═⅝≢№

╢⁹╕√⁸ ♩ꜝⱨ ™─ ⌐╟╢ ⌐ ∆╢ 27 12 ╩

╕ⅎ≡⁸ ╩ ∆═⅝≢№╢⁹ │⁸ ┘ ⌐ ⇔⁸

⌂ ⁸ ╩ ℮↓≤≤∆╢⁹ 

 

 ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢  

 ─ ─  

25 ─ ⌐ ≠⅝⁸ ⅜ ─ ⌐≈™≡│ 5,200 ─℮∟⁸ 900

18Ɽכ☿fi♩ ⅜ ⅜ ≢№╡⁸ │ 82Ɽכ☿fi♩≤ ↕╣≡™╢⁹

↓─ ≢│⁸ ⅜ ⌂ │⁸ 15 ─ 1,150 ⅛╠10 ≢ 250

⇔≡™╢⅜⁸ ⅜ ⅎ⌐╟╢╙─≢№╡⁸ ⌐╟╢╙─│10 ≢ 55 ⌐

⅞⌂™≤ ↕╣≡™╢⁹ 

╕√⁸ 14 1 ⌐ →╢ ₈ ─ ⅜ ∆╢ ₉≤™℮⁹ ⌐≈™

≡│⁸ 42 ─℮∟⁸ 6 15Ɽכ☿fi♩ ⅜ ⅜ ≢№╡⁸ │ 85

Ɽכ☿fi♩≤ ↕╣≡™╢⁹ 

 ─ ┘ ─ ─  

♩ꜝⱨ ┘ ⁸

28 3 ⌐⅔↑╢ ╩ ╕ⅎ⁸ ─ ┘ ─ ⅜ ∆╢

─ ⌐≈™≡⁸ 32 ╕≢⌐ ⌂ↄ≤╙95Ɽכ☿fi♩⌐∆╢↓≤╩ ≤∆╢

≤≤╙⌐⁸ 37 ╕≢⌐ ⅜ ⌂ ╩⅔⅔╗⌡ ∆╢↓≤╩ ≤∆╢⁹ 

╩95Ɽכ☿fi♩≤∆╢√╘⌐│⁸ 25 ⅛╠ 32 ╕≢─ ⌐⁸ ⌂ↄ≤╙

─ │ 650 ℮∟ │ 130 ≤∆╢ ⅜№╡⁸ ⅎ ╩ ╢≤

≤╙⌐⁸ ─Ɑכ☻╩ 3 ⌐∆╢↓≤⅜ ≢№╢⁹╕√⁸ ─ ⅜ ∆╢

─ │ ⌂ↄ≤╙ 4 ℮∟ │ 3 ≤∆╢ ⅜№╡⁸ ⅎ ╩

╢≤≤╙⌐⁸ ─Ɑכ☻╩ 2 ⌐∆╢↓≤⅜ ≤⌂╢⁹ 

╕√⁸ ─ ─√╘⌐│⁸ ─ ─ ╩ ╢↓≤⅜ ≢№╡⁸ 25

⅛╠ 32 ╕≢─ ⌐⁸ ─ ─√╘⌐ ⌂ ─ │ ≤

─ ─ ⅜ ≤⌂╢≤ ⅎ≡⁸ ⌂ↄ≤╙ ⌐≈™≡│ 130 ⁸ ─

⅜ ∆╢ ⌐≈™≡│ 3 ─ ─ ╩ ≤∆╢↓≤≤∆╢⁹ 

⌐⁸ ⌐≈™≡│⁸ ⌐⅔™≡⁸≢⅝╢ ╡ ↔≤⌐ ⅜

↕╣╢╟℮⁸ │⁸ ≤ ╩ ╡⁸ ⌂ ⁸ ╩ ℮↓≤≤∆

╢⁹ 

 

 ─ ┘ ─ ⌐≈™≡ ─ ≤⌂╢═⅝  

─ ┘ │⁸ ─ ⌐≈™≡⁸ ─ ⌐ ⇔≡™╢
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⅛≥℮⅛╩ ⇔⁸↓╣⌐ ⇔⌂™ ⌐│⁸ ↕∑╢√╘⌐ ⌂ ╩ ℮↓≤⅜ ≢

№╢⁹⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ⇔≡™╢↓≤╩ ⌐ ∆

╢↓≤╛⁸ ⇔⌂™ ╩ ⌐ ↕∑╢↓≤⅜ ⌂ ⅜№╢⁹↓─╟℮⌂ ⌐│⁸

─ │⁸ ⌐ ≠™≡ ╩ ™⁸∕─ ⌐ ≠™≡ ⌂

╩ ℮═⅝≢№╢⁹ 

 

 ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─ ⌐ ∆╢ ⌂  

─ ⅜⁸ ╩ ╠─ ⁸ ─ ≤⇔≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢╟

℮⁸ │⁸ ⌐ ⇔√ ─ ≤ ⁸ ─⅔∕╣⅜№╢ ─ ≤ ⌐

╟╢ ─ ╩ ⇔√ ₈ ⱴ♇ⱪ₉≤™℮⁹ ⁸ ─ ╛

─ ⁸ ≢─ ─ ⌐≈™≡⁸ ╛ ⱷ♦▫▪╩ ⇔≡ ┘

─ ╩ ╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ │⁸ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ┘ ╩

℮↓≤≤∆╢⁹ 

╕√⁸ ⅜ ⌂ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╢╟℮⁸ ≤☿fi♃כ≤─ ≢

⌂ ─ ┘ ⅜ ╠╣╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

 

 ─ ⌐ ∆╢ ⌂ ∕─ ─ ┘ ─

⌐ ∆╢  

 ─ ⌐ ∆╢ ⌂  

▬ ─ ⌂ ⅎ  

│⁸ 5 1 ─ ⌐ ≠ↄ ⌐₈

₉≤™℮⁹ ╩⁸ ─ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ∆

╢ 25 20 ⁹ ₈ ₉≤™℮⁹ ─ ≢⅝╢∞↑ ╛⅛⌐

∆═⅝≢№╢⁹ 

─ ⌐ √∫≡│⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ⁸ ≤╙ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ─ ─ ─ ╛

≤─ ╩ ╢√╘⁸ ≤ ╩ ∆╢ ─ ╩ ™⌂⅜╠⁸ ─

╩ ⅎ╢ ⌂ ⅛╠─ ╩ ╢ ⅜№╢ ╩ ⌐ ∆↓≤⅜ ⅎ╠╣

╢⁹ 

╕√⁸ ⌐ ≠ↄ ⅜ ⌐ ≢⅝╢╟℮⁸∕─ ⌐

√∫≡│⁸ ⌐ ≠ↄ ה ⁸ ╩ ℮ ≤ ⌂ ╩ ℮═⅝≢№

╢⁹ 

⌂⅔⁸ │⁸ ─ ╛ √⌂ ─ ⌐№╦∑≡⁸ ⁸

─ ⇔╩ ℮↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

꜡ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢  

⌐⅔™≡│⁸ ─ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌐⅔™≡ ↕

╣╢ ─ ⁸ ─ ⁸ ─ ─ ╩ ⇔⁸ ⌂ ╡ ─

↔≤⌐ ╩ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

⌂⅔⁸ │⁸ ╘√ ⌐≈™≡⁸ ↔≤⌐ ∆╢═⅝≢№╢⁹ ⌐
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↑ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ╩ ∆═⅝ ≢№╢√╘⁸

─ ╩ ╕ⅎ⁸ ─ ╩ ∆╢═⅝≢№╢⁹ 

╕√⁸ ⁸ ⁸ ─ ⌐≈™≡│⁸ ≤ ⇔⁸ ╛⅛⌐

╩ ™⁸∕─ ─ ⌐ ╡ ╗≤≤╙⌐⁸ ⌂ ─ ╩ ∆═⅝≢

№╢⁹ 

↕╠⌐⁸ ╩ ╡⌂⅜╠ ⌂ ╩ ∆╢√╘⁸ │⁸ ⌐

╢ ⱪ꜡◓ꜝⱶ ╩ ∆╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

Ɫ ─ ┘ ─ ╩ ╢√╘─  

⌐⅔™≡│⁸ ⁸ ⁸ ─ ≤─

─ ⅎ ⁸ ∆╢ ─ ⌂ ⌐≈™≡ ╘╢≤≤╙⌐⁸ ⌂

─ ⁸ ⇔≡ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╢╟℮⌐∆╢√╘─ ⁸ ─

⌂ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

5 3 1 ─ ⌐ ≠⅝ ╘╢═⅝ ⌂ │⁸ ⌐⅔↑╢

─ ≤⌂╢ ╛ ≤⌂╢ ≢№╢⅜⁸ ⅎ┌ ⁸ ⁸ ─

─ ─╒⅛⁸ ⁸ⱱ♥ꜟה ⁸ ─ ─℮∟⁸

36 223 2 10 ⌐ ∆╢ ╛ ⌐ ∆╢

⌐⅔™≡⁸ ⌂ ⅜ ⇔√ ⌐⅔™≡∕─ ╩ ∆╢↓≤⅜ ⌂

≤⇔≡ ╘╠╣√╙─⌐≈™≡╙⁸ ⌐ ╘╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹⌂⅔⁸

⌂ ╩ ╘╟℮≤∆╢≤⅝│⁸ 5 4 ─ ⌐ ≠⅝⁸№╠⅛∂╘⁸

─ ─ ╩ ⇔⁸ ⅎ┌ ∑ ─ ─

⌐ ∆╢ ≢№╢ ≢№∫≡⁸ ⌂ ⅜ ⇔√ ⌐ ⌂

≤⇔≡ ⌐ ↕╣╢ ╖⅜⌂™╙─╕≢ ╘╢↓≤⅜⌂™╟℮ ∆╢═⅝≢№

╢⁹ 

5 3 2 │ 3 ─ ⌐ ≠⅝ ╘╢═⅝ │⁸ ─ ─ ⌐╟

∫≡ ─ ╛ ─ ─ →⌐⌂╢⅔∕╣⅜№╢ ≢№╢⅜⁸ ⅎ┌

⁸ ⁸ ≤ ∆╢ ∕─ ─ ╩ ╘╢↓≤

⅜ ⅎ╠╣╢⁹ ⌐ ─℮∟⁸ ─ ╩ ⅎ≡⁸ ─ ╩

∆╢ ≢№╡⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ⌂ ⁸ ה ─ ⁸ ┼

─ ─ ─ ⅛╠ ⌂ ⌐≈™≡│⁸ ─ ─ ╩ ╢↓≤⅜

⌂ ≤⇔≡ ╘╢═⅝≢№╢⁹ 

↓─℮∟⁸ ⌐ ─ ⅜ ⇔⁸ │ ∆╢↓≤⅜ ≤ ╕╣╢ ╩

∆╢ ⁸ ─ ⌂ ≤ ∆╢ ∕─ ─ ─ ─ ⅛╠

⌂ ⌐≈™≡│⁸ 2 ─ ⌐ ≠⅝ ⌐ ─ ╩ ╦∑⁸

╩ ╢↓≤⅜ ⌂ ≤⇔≡ ╘╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ 

╕√⁸ 4 ─ ⌐ ≠ↄ ⌐ ∆╢ │⁸ 28 ─ ─

─ ⅎ ⌐≈™≡ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

↕╠⌐⁸ 5 ─ ⌐ ≠ↄ │

₈ ₉≤™℮⁹ ⌐╟╢ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢ │⁸

⅜ ┘ ╩ ℮ ⁸ ─ ⌐≈™≡ ╘╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹⌂
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⅔⁸ ⌐╟╢ ┘ ─ ┘ │⁸ ≤⇔≡

⌐ ∆╢╙─⌐ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ⌐⅔↑╢ ⌐╟╢ ╩ ⇔≡

℮╟℮ ∆╢⁹ 

♬ ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─  

⌐⅔™≡│⁸ ₁─ ─ ╩ ≤∆╢ ⌐

⌂ ⱴ♇ⱪ─ ⌐≈™≡ ╡ ╗≤≤╙⌐⁸ ─ ⁸Ɽfiⱨ꜠♇♩─

ה ⁸☿Ⱶ♫הכ ─ ⁸ ┘ ⌐ ╢ ⁸ ┘

─ ⌐ ╢ ⌐≈™≡ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

⌐⁸ ⱴ♇ⱪ─ ┘ ─ │⁸ ─ ≡─ ⌐⅔™≡

↕╣╢╟℮ ╘╢═⅝≢№╢⁹ 

╕√⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ╩ ∂≡⁸ ה ─ ─√╘─

╛ ⌂Ⱪ꜡♇◒ ─ ה ─ ╩ ℮↓≤⅜ ≢№╡⁸ ⌐

∂⁸ ≤─ ─╙≤⁸ ≤─ ⌐≈™≡╙ ╘╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ 

ⱱ ⌐╟╢ │ ─  

⌐ ≠ↄ ה ⁸ ⁸ ⌐≈™≡⁸ │⁸ ⌐ ∆═⅝

─ ┘ ⁸ ─ ⌐≈™≡ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

╕√⁸ │⁸ 12 3 3 3 ⌐⅔™≡ ∆╢ ╩ ╗⁹

│ 15 3 ─ ⌐╟╢ ╩ ∫√⌐╙⅛⅛╦╠∏⁸ ─ ⅜ ╩

╦⌂™ ⌐│⁸ 10 1 ─ ⌐╟╢ ⁸ 2 │ 3 ─ ⌐

╟╢ ╩ ∆═⅝≢№╡⁸∕─ ─ ⅎ ⁸ ⌐≈™≡ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔

™⁹ 

 ─ ⌐ ∆╢ ⌂  

▬ ─ ⌂ ⅎ  

17 3 ⌐ ⌐⅔™≡ ↕╣√ ⌐⅔™≡⁸ ┘

ה ─ ╩ ↑╢⅔∕╣─№╢ ⌐≈™≡│ ╩ ╘╢↓≤⅜

↕╣⁸∕─ ─ ⌐⅔™≡╙ ╩ ∆╢↓≤⅜ ≤↕╣≡™╢⁹↓℮⇔√

↓≤╩ ╕ⅎ⁸ 6 1 ⌐⅔™≡⁸ ≢№╢ ⌐⅔™≡╙⁸

⌐ ≠⅝⁸ ╩ ╘╢╟℮ ╘╢╙─≤↕╣√≤↓╤≢

№╡⁸ ⌂ ╡ ≡─ ⌐⅔™≡ ⅜ ↕╣╢↓≤⅜ ╕⇔

™⁹╕√⁸ ⌐╟╢ ─ 5 7 ⌐ ≠⅝⁸ ╩ ⇔

≡™╢ ⌐№∫≡│⁸ ╩ ─ ≢⅝╢∞↑ ╛⅛⌐ ∆═⅝≢№

╢⁹ 

─ ┘ ⌐ √∫≡│⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ⁸ ≤╙ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ─ ─ ╛

≤─ ╩ ╢√╘⁸ ≤ ╩ ∆╢ ─ ╩ ™⌂⅜╠⁸╟╡ ─

⌐ ⇔≡ ∆╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ 

╕√⁸ ⌐ ≠ↄ ⅜ ⌐ ≢⅝╢╟℮⁸ ⌐ ≠ↄ

⁸ ⁸ ╩ ℮ ≤ ⌂ ╩ ℮═⅝≢№╢⁹ 

⌂⅔⁸ │⁸ ─ ╛ √⌂ ─ ⌐№╦∑≡⁸ ⁸
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─ ⇔╩ ℮↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

꜡ ─ ┘ ─ ⌐ ∆╢  

⌐⅔™≡│⁸ ─ ╩ ╕ⅎ⁸

⌐⅔™≡ ↕╣╢ ─ ⁸ ─ ⁸ ─ ─ ╩ ⇔⁸ ⌂

╡ ─ ↔≤⌐ ╩ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹⌂⅔⁸ │⁸ ╘√ ⌐≈™

≡⁸ ↔≤⌐ ∆╢═⅝≢№╢⁹ ⌐ ↑ ⌐≈™≡│⁸

⌐ ╩ ∆═⅝ ≢№╡⁸ ─ ─ ╩ ╕ⅎ⁸ ─ ╩

∆╢═⅝≢№╢⁹ 

╕√⁸ ⁸ ⁸ ─ ⌐≈™≡│⁸ ≤ ⇔⁸ ╛⅛⌐

╩ ™⁸∕─ ─ ⌐ ╡ ╗≤≤╙⌐⁸ ⌂ ─ ╩ ∆═⅝≢

№╢⁹ 

↕╠⌐⁸ ╩ ╡⌂⅜╠ ⌂ ╩ ∆╢√╘⁸ │⁸ ⌐ ╢

ⱪ꜡◓ꜝⱶ ╩ ∆╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

 

Ɫ ─ ┘ ─ ╩ ╢√╘─  

⌐⅔™≡│⁸ ⁸ ⁸ ─ ≤─

─ ⅎ ⁸ ∆╢ ─ ⌂ ⌐≈™≡ ╘╢≤≤╙⌐⁸ ⌂

─ ⁸ ⇔≡ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╢╟℮⌐∆╢√╘─ ⁸ ─

⌂ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

6 3 1 │ 2 ─ ⌐ ≠⅝ ╘╢═⅝ │⁸ ─ ─ ⌐╟

∫≡ ─ ╛ ─ ─ →⌐⌂╢⅔∕╣⅜№╢ ≢№╢⅜⁸ ⅎ┌

⁸ ⁸ ≤ ∆╢ ∕─ ─ ╩ ╘╢↓≤

⅜ ⅎ╠╣╢⁹ ⌐ ─℮∟⁸ ─ ⌐⅔™≡⁸ ─ ╩

∆╢ ≢№╡⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ⌂ ⁸ ה ─ ⁸

┼─ ─ ─ ⅛╠ ⌂ ⌐≈™≡│⁸ ─ ─ ╩ ╢↓≤

⅜ ⌂ ≤⇔≡ ╘╢═⅝≢№╢⁹ 

↓─℮∟⁸ ⌐ ─ ⅜ ⇔⁸ │ ∆╢↓≤⅜ ≤ ╕╣╢ ╩

∆╢ ⁸ ─ ⌂ ≤ ∆╢ ∕─ ─ ─ ─ ⅛╠

⌂ ⌐≈™≡│⁸ 1 ─ ⌐ ≠⅝ ⌐ ─ ─ ╩ ╢↓≤⅜

⌂ ≤⇔≡ ╘╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ 

♬ ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐ ∆╢ ┘ ─  

⌐⅔™≡│⁸ ₁─ ─ ╩ ≤∆╢ ⌐

⌂ ⱴ♇ⱪ─ ⌐≈™≡ ╡ ╗≤≤╙⌐⁸ ─ ⁸Ɽfiⱨ꜠♇♩─

ה ⁸☿Ⱶ♫הכ ─ ⁸ ┘ ⌐ ╢ ⁸ ┘

─ ⌐ ╢ ⌐≈™≡ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ ⌐⁸ ⱴ♇ⱪ─ ┘

─ │⁸ ≡─ ⌐⅔™≡ ↕╣╢╟℮ ╘╢═⅝≢№╢⁹ 

╕√⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ╩ ∂≡⁸ ה ─ ─√╘─

╛ ⌂Ⱪ꜡♇◒ ─ ה ─ ╩ ℮↓≤⅜ ≢№╡⁸ ⌐

∂⁸ ≤─ ⌐≈™≡╙ ╘╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ 
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ⱱ ⌐╟╢ │ ─  

⌐ ≠ↄ ה ⁸ ⌐≈™≡⁸ ≢№╢ │⁸ ⌐ ∆═

⅝ ─ ┘ ⁸ ─ ⌐≈™≡ ╘╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹ 

╕√⁸ ≢№╢ │⁸ 12 3 3 3 ⌐⅔™≡ ∆╢

╩ ╗⁹ │ 15 3 ─ ⌐╟╢ ╩ ∫√⌐╙⅛⅛╦╠∏⁸ ─

⅜ ╩ ╦⌂™ ⌐│⁸ 10 1 ─ ⌐╟╢ ⁸ 2 │

3 ─ ⌐╟╢ ╩ ∆═⅝≢№╡⁸∕─ ─ ⅎ ⁸ ⌐≈™≡ ╘╢↓

≤⅜ ╕⇔™⁹ 

 ─ ─  

│⁸ 17 3 ─ ─ ⁸ 22 2 ─ ⁸ 25 2 ─ ⌐

≈™≡⁸ ─ ┼ ⇔⁸ ╩ ∆╢↓≤⅜ ╕⇔™⁹⌂⅔⁸ 22 2 ─

─ ⌐№√∫≡│⁸ ─ ⅜ ≢№╡⁸ ⅜ ↕╣≡™⌂™↓≤╩╙∫

≡⁸ ⅜ ╩ ↕⌂™↓≤≤│⌂╠⌂™↓≤⌐≈™≡⁸ ─ ─ ⌂

⅜ ╠╣╢╟℮ ∆╢═⅝≢№╢⁹ 

 

  

 ↓─ │⁸ ─ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ∆╢ 17 120

─ ─ 18 1 26 ⅛╠ ∆╢⁹ 

 7 2089 │⁸ ∆╢⁹ 

 ↓─ ─ ⌐ 7 2089 1√∞⇔ ─ ⌐╟╡⁸ ⅜

1─ ─ │ ≤ ─ ╩ ∆╢≤ ╘√ ⌐≈™≡│⁸↓─ ─

1√∞⇔ ─ ⌐╟╡⁸ ⅜ 1─ ─ │ ≤ ─ ╩

∆╢≤ ╘√ ≤╖⌂∆⁹ 

 

 ( 25 10 29 1055 )  

↓─ │⁸ ─ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩ ∆╢ ─ ─ 25

11 25 ⅛╠ ∆╢⁹ 

 

 ( 28 3 25 529 )  

↓─ │⁸ ─ ⅛╠ ∆╢⁹ 

 

 

─ ┘ ─ ⌐≈™≡ ─ ≤⌂╢═⅝  
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２．佐賀県緊急輸送道路ネットワークの概要等 

29 ─ Ⱡ♇♩꞉כ◒─ │⁸ ─≤⅔╡≢∆⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆佐賀県緊急輸送道路ネットワークの概要 

◆佐賀県緊急輸送道路網図（平成 28年 9 月時点） 
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図：佐賀県緊急輸送道路ネットワークの概要（出典：佐賀県耐震改修促進計画） 


